
 

正副委員長の選出について 

 

 

１ 選出方法 

厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員会規則 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

 

２ 委員名簿（敬称略、50 音順） 

№ 役職 氏 名 専 門 所 属 等 

1 委員 上前
うえまえ

 行男
ゆ き お

 行政 厚木市 副市長 

2 委員 鈴木
す ず き

 徹
てつ

 行政 厚木市 許認可担当部長 

3 委員 内藤
ないとう

 悟
さとる

 行政 厚木市 市街地整備担当部長 

4 委員 松井
ま つ い

 正宏
まさひろ

 構造 東京工芸大学 教授 

5 委員 山崎
やまざき

 俊
とし

裕
ひろ

 公共建築計画 東海大学 教授 

6 委員 山本
やまもと

 佳嗣
よしひで

 設備 東京工芸大学 准教授 

 

３ 正副委員長 

委員からの推薦又は事務局（案） 

○委員長 

 

 

○副委員長 
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資料１



 

厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員

会規則 

 

（設置） 

第１条 厚木市複合施設実施設計・施工業務を発注するに当たり、プロポーザル方式

の審査等により当該業務を受託する受注候補者及び次点候補者を特定するため、厚

木市附属機関の設置に関する条例（昭和32年厚木市条例第17号）第２条第２項の規

定に基づき、厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員

会（以下「委員会」という。） を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

 (1) プロポーザル方式の種別に関する事項 

 (2) 公募型プロポーザル方式にあっては、提案資格に関する事項 

 (3) 指名型プロポーザル方式にあっては、技術提案書の提出を要請するものの選

定に関する事項 

 (4) 提出を要請した書類等の審査に関する事項 

 (5) その他市長が必要と認める事項 

（委員） 

第３条 委員会の委員は、７人以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又

は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市職員 

（任期） 

第４条 委員の任期は、令和５年９月30日までとする。 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 委員は、自己の利害に関係する議事に参与することができない。 

（意見の聴取等） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若し

くは説明を聴き、又は関係者に対し必要な資料の提出を求めることができる。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（庶務） 
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第９条 委員会の庶務は、市街地整備課で処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長

が委員会に諮って定める。 

 

附 則 

１ この規則は、令和４年10月19日から施行する。 

２ この規則は、令和５年９月30日限り、その効力を失う。 

 

3



4

.



 

会議の公開方法について 

 

 

１ 会議等の公開に対する本市の考え方 

厚木市自治基本条例 

（審議会等の運営） 

第31条 市長等は、附属機関その他これに類する機関(以下「審議会等」という。)を

設置し、及び運営しようとするときは、審議会等の設置目的、審議内容等に応じ、

審議会等の委員の全部又は一部を公募するよう努めるものとする。 

３ 審議会等は、正当な理由がない限り、会議を公開するものとする。 

厚木市情報公開条例 

（行政文書の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る行政文書に次の各号

に掲げる情報(以下「非公開情報」という。)のいずれかが記録されている場合を除

き、公開請求者に対し、当該行政文書を公開しなければならない。 

 (3) 実施機関内部（略）における審議、検討又は協議に関する情報であって、公

にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利

益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

（会議の公開） 

第26条 実施機関に置く附属機関及びこれに類するものは、その会議を公開するも

のとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) 非公開情報に該当する事項を審議する場合 

 (2) 会議を公開することにより、当該会議の適正な運営に支障が生ずると認めら

れる場合 

厚木市会議等の公開に関する指針 

３ 会議の公開の基準 

  審議会等の会議は、原則として、公開するものとする。ただし、次のいずれかに

該当する場合は、当該会議を公開しないことができる。 

 (1) 会議において、条例（厚木市情報公開条例を指す。）第７条の規定に該当する

情報に関し審議する場合 

４ 公開・非公開の決定 

  審議会等の会議の公開・非公開の決定は、審議会等の長が当該審議会等に諮って

行うものとする。 
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資料２



 

２ 特定委員会の公開方法 

事務局（案） 

 特定委員会の会議の公開に関する規定として、「厚木市複合施設実施設計・施工事

業者選定に係る技術提案書特定委員会会議等の公開に関する要綱」を別紙のとおり定

めます。 

 受注候補者及び次点候補者が公開されるまでは、原則、非公開とします。 

 特定委員会における審議が終了し、受注候補者及び次点候補者が公表された後、厚

木市情報公開条例に基づき、会議資料や会議概要を要点筆記した会議録の一部を公開

します。 

非
公
開
理
由 

 ヒアリング実施前に審査基準等を公開することは、厚木市情報公開条例第７

条に規定する「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれ」等に当たることから、非公開とします。 

 また、ヒアリングを公開することは、厚木市情報公開条例第７条に規定する

「特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」

等に当たることから、非公開とします。 

 受注候補者及び次点候補者の公表後、厚木市情報公開条例に基づき、会議資

料や会議概要を要点筆記した会議録の一部を公開します。 
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   厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員

会会議等の公開に関する要綱（案） 

 

（目的） 

第 1条 この要綱は、厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案

書特定委員会（以下「委員会」という。）の会議等を公開することによって、そ

の審議状況を市民に明らかにし、市民参加による市政の推進に寄与することを

目的とする。 

（会議の公開の基準） 

第２条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、厚木市自治基本条例（平成 22

年厚木市条例第 25 号）第 31 条第３項及び厚木市情報公開条例（平成 13 年厚木

市条例第 15 号。以下「条例」という。）第 26 条の規定により、公開するものと

する。ただし、次のいずれかに該当する場合は、当該会議を公開しないことが

できる。 

 (1) 会議において、条例第７条の各号の規定に該当する情報に関し審議する場

合 

 (2) 会議を公開することにより、公正・円滑な審議が著しく阻害され、会議の

目的が達成されないと認められる場合 

２ 前項の規定により非公開とする場合は、委員会の委員長（以下「委員長」と

いう。）が委員会に諮って決定する。 

（公開の方法等） 

第３条 委員会の会議の公開の方法等は、次のとおりとする。 

 (1) 委員会の会議のうち、公開で行う会議については、会議会場（以下「会

場」という。）に傍聴席を設け、公開を行うものとする。 

 (2) 傍聴の申込みは当日の先着順の受付とする。 

２ 委員長は、会議を円滑に運営するため、会場の秩序維持に努めるものとし、

必要と認めるときは、傍聴人に退席を命ずることができる。 

（公開の周知） 

第４条 委員会の会議を公開する場合は、会議の開催日時、場所、議題、傍聴人

の定員等を市政情報コーナーに掲示するとともに、厚木市ホームページ等によ

り広く市民への周知に努めるものとする。 

２ 当該会議の公開の周知は、開催日のおおむね２週間前に行うものとする。た

だし、第２条第１項の規定により非公開とする場合は、この限りでない。 

（資料の配布及び閲覧） 

第５条 会議に提出した資料のうち、会議次第については、傍聴者に配布するも

のとする。その他の資料については、委員長があらかじめ認めた場合は、会議

入場時に貸与し、退出時に返却させるものとする。 

（遵守事項） 

第６条 傍聴者の遵守事項は、次のとおりとする。 

 (1) 委員長の許可なく会議の模様を撮影又は録音しないこと。 

 (2) 委員等の発言に対し、拍手その他の方法で賛否を表明しないこと。 

 (3) その他会議の秩序を乱したり、妨げになるような行為をしないこと。 
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（会議録の公開） 

第７条 委員長は、委員会の会議の概要を要点筆記した会議録を会議終了後速や

かに作成し、市政情報コーナーに備え置き、閲覧に供するとともに、厚木市ホ

ームページ等を利用した情報提供に努めなければならない。ただし、第２条第

１項の規定により非公開とする場合は、この限りでない。 

２ 市政情報コーナーに備え置く会議録には、会議資料を添付しなければならな

い。ただし、個人情報に該当する等公開になじまない箇所がある場合は、所要

の措置を講じなければならない。 

３ 会議録等の公開期間は、当該公開の日から１年間とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の公開に関する庶務は、市街地整備課で処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の会議等の公開に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年 10 月 27 日から施行する。 
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書面会議の開催方法について 

 

 

１ 書面会議の開催に対する本市の考え方 

厚木市行政総務課長発信文書「附属機関の会議を書面で行う場合の取扱いに

ついて（通知）における「書面会議に関する基準」」 

 附属機関の会議は、本来、書面による会議を想定していないことを踏まえ、やむを

得ず書面会議を実施する場合は、その附属機関の設置根拠、案件の緊急性、内容を総

合的に勘案し判断するものとする。 

２ 案件の緊急性 

  附属機関の意見が得られないことにより、意思決定が遅延し、市民の権利利益な

どの公益を確保することができない場合は、書面による会議の実施を検討する。 

３ 案件の内容 

  案件の内容が書面会議に適したもので、実施した場合に有効な会議として成立

するかをあらかじめ確認すること。 

 ※書面会議に適していると考えられるものの例 

  ・書面により案件の内容が明確に理解できるもの 

  ・書面により委員の賛否を求める案件であるもの 

  ・合議体として意見の集約が必ずしも必要でないもの 

 ※書面会議に適さないと考えられるものの例 

  ・委員の意見を積み上げ、会として意見をまとめ上げるもの 

  ・許認可など行政処分等を行う際に意見（審議）を求めるもの 

 

 

２ 特定委員会の書面会議開催方法 

 原則、対面による会議の開催を想定していますが、状況の変化により、対面による

開催が難しい場合に備え、書面会議の開催の可能性を残すため、「厚木市複合施設実

施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員会書面会議開催要領」を別紙のと

おり定めます。 
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資料３



 

   厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員

会書面会議開催要領（案） 

 

１ 会議の日 

書面会議の開催日は、返信期日内に委員から書面による表決があった日のう

ち、最後の委員の表決を附属機関が受領した日とする。 

 

２ 案件 

書面会議に諮ることができる案件は、次に掲げるいずれかとする。 

(1) 厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員会の

運営に関する案件に対する賛否 

(2) 厚木市複合施設実施設計・施工事業者選定に係る技術提案書特定委員会が

調査審議する受注候補者及び次点候補者の特定に関する案件に対する賛否 

 

３ 実施方法 

(1) 書面会議の議案書等 

書面会議の実施に当たっては、返信期日を指定し、議案書及び参考資料並

びに書面表決書を委員に送付するものとする。 

(2) 会議の成立要件 

  期日までに過半数（会議の定足数の規定による委員の数）からの返信をも

って会議が開催されたものとし、委員は返信をもって会議に出席したものと

する。 

(3) 議決方法 

議決は、書面表決書ごとに会議に出席したものとみなした委員の過半数

（議決要件の規定による委員の数）の同意をもって行うこととし、可否同数

のときは、委員長の決するところによることとする。 

(4) 会議結果 

書面会議開催後、委員長は、各委員の表決内容及び意見を取りまとめ、そ

の結果を全委員に送付するものとする。 

また、会議録は、厚木市情報公開条例及び厚木市複合施設実施設計・施工

事業者選定に係る技術提案書特定委員会会議等の公開に関する要綱（以下

「要綱」という。）に基づき、書面会議による開催が分かる内容とし、会議資

料や会議概要を要点筆記した会議録の一部をホームページ及び市政情報コー

ナーで公表しなければならない。ただし、要綱第２条第１項の規定により非

公開とする場合は、この限りでない。 

 

４ 報酬 

報酬は、表決をした委員に対して、厚木市非常勤特別職職員の報酬及び費用

弁償に関する条例の規定に基づく額を支払うものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和４年 10 月 27 日から施行する。 
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受注候補者の特定に必要な審議事項について 

 

 

１ プロポーザル方式実施要綱に定める審議事項 

厚木市プロポーザル方式実施要綱 

（特定委員会の審議） 

第６条 特定委員会は次に掲げる事項を審議するものとする。 

 (1) プロポーザル方式の型 

 (2) 公募型プロポーザル方式における提案資格 

 (3) 指名型プロポーザル方式における提案書の提出を要請する者 

 (4) 評価項目及びそのウエイト、評価基準、ヒアリングの有無、その他評価結果が

同点の場合の取扱い等受注候補者の特定に必要な事項 

 (5) 次点者を特定する基準 

 

 

２ プロポーザル方式の種別 

 (1) プロポーザル方式の種別の定義 
厚木市プロポーザル方式実施要綱 

（定義） 

第２条 この要綱において、公募型プロポーザル方式とは、プロポーザル方式の

うち、提案者を公募により募集し、提案資格があると認めた者から提案を受け

る方式をいい、指名型プロポーザル方式とは、プロポーザル方式のうち、あら

かじめ複数の提案者を指名により選定し、当該指名者から提案を受ける方式を

いう。 

 

 (2) 事務局（案） 

提案資格（参加要件）に受託実績を定めた上で、公募することにより、広く提案を

求めることができるため、公募型プロポーザル方式とします。 

 

 (3) プロポーザルの名称（案） 

厚木市複合施設整備事業設計施工一括型業務公募型プロポーザル 
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資料５



 

３ 参加資格等（案） 

プロポーザル募集要領（案）引用 

 (1) 参加者の構成等 

 ア 単体企業 

 イ 共同企業体 

   ２者以上によって構成された共同企業体とし、代表構成員は、最大出資比率の構成

員とします。 

  (ｱ) 構成員数 

   ａ 設計業務を担当する構成員数 

     施工業務も担う代表構成員を含め２社以内とする。 

   ｂ 施工業務を担当する構成員数 

     ２又は３社 

  (ｲ) 最低出資割合 

   ａ 設計業務を担当する構成員 

     定めない 

   ｂ 施工業務を担当する構成員 

    (a) 施工業務の構成員数が２社の場合  １社につき100分の10以上 

    (b) 施工業務の構成員数が３社の場合  １社につき100分の５以上 

  (ｳ) 構成員の参加資格 

   ａ 代表構成員  １(2)による 

   ｂ 設計業務を担当する構成員  １(3)による 

   ｃ 施工業務を担当する構成員  １(4)による 

 ウ コンソーシアム 

   単体企業又は施工業務を単体企業として参加する共同企業体の場合は、施工業務に

関する協力企業（以下「協力企業」という。）とのコンソーシアムを結成し参加するこ

とを可能とします。 

  (ｱ) 協力企業数  １社 

  (ｲ) 協力企業の参加資格  １(5)による 

 エ 単体企業、代表構成員、構成員及び協力企業は、本プロポーザルに参加する他の共

同企業体の代表構成員若しくは構成員又は協力会社を兼ねていないこととします。 

 

（参加形態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

単体企業の場合
単体企業

(設計・施工)
協力企業
(施工)

１　総合建設業者 ● ー
２　総合建設業者＋協力企業 ● ●

代表構成員 構成員 代表構成員 第１構成員 第２構成員
３　総合建設業者＋施工業務構成員１社 ● ー ● ● ー ー
４　総合建設業者＋施工業務構成員２社 ● ー ● ● ● ー
５　総合建設業者＋設計業務構成員１社 ● ● ● ー ー ー
６　総合建設業者＋設計業務構成員１社＋協力企業 ● ● ● ー ー ●
７　総合建設業者＋設計業務構成員＋施工業務構成員１社 ● ● ● ● ー ー
８　総合建設業者＋設計業務構成員＋施工業務構成員２社 ● ● ● ● ● ー

協力企業
(施工)

共同企業体の場合
設計業務 施工業務
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(2) 単体企業又は代表構成員の参加資格 

 ア 厚木市入札資格者名簿の「業種：建築設計」及び「業種：建築一式」に登録された者

であること。 

   なお、令和５、６年定期申請として令和４年11月30日までに行うこと。 

 イ 次に示す事業者でないこと。 

  (ｱ) 日建設計コンストラクション・マネジメント株式会社 

  (ｲ) 株式会社マナビノタネ 

  (ｳ) 株式会社トータルメディア研究所 

 ウ 特定委員会委員が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において関連の

ある者でないこと。 

 エ 建設業法に規定する次の要件を満たすこと。 

  (ｱ) 特定建設業許可を受けていること。 

  (ｲ) 経営事項審査の建築一式工事の総合評点が1,500点以上であること。 

 オ 日本国内で、平成19年４月１日から令和４年10月31日までの間に(ｱ)かつ(ｲ)に示す

施設の実施設計及び施工を完了した実績を有する者であること。 

  (ｱ) 議場を有する延べ面積5,000㎡以上の庁舎 

  (ｲ) 延べ面積2,000㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有する教育系

施設 

  ※ 実施設計の実績については、(3)設計業務の構成員の実施設計実績でも可としま

す。 

 カ 次の要件を満たす配置予定技術者を各一人配置すること。 

  (ｱ) 統括責任者 

    本業務全体を統括管理する者として、一級建築士又は一級建築施工管理技士の資

格を有し、オ(ｱ)に示す実施設計又は工事に携わった実績があること。 

  (ｲ) 管理技術者 

    設計業務を統括管理する者として、一級建築士の資格を有し、オ(ｱ)に示す実施設

計に携わった実績があること。 

  (ｳ) 建築（総合）主任技術者 

    一級建築士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の建築に携わった実績があ

ること。 

  (ｴ) 構造主任技術者 

    構造設計一級建築士の資格を有し、免震構造である公共建築物の実施設計業務の

建築構造に携わった実績があること。 

  (ｵ) 電気設備主任技術者 

    設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の

建築電気設備に携わった実績があること。 

  (ｶ) 機械設備主任技術者 

    設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の

建築機械設備に携わった実績があること。 

  (ｷ) 施工計画主任技術者 

    一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務
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の建築（施工計画）に携わった実績があること。 

  (ｸ) コスト管理主任技術者 

    公益社団法人日本建築積算協会が認定するコスト管理士又は建築積算士の資格を

有し、公共建築物の実施設計業務の積算に携わった実績があること。 

  (ｹ) 現場代理人 

    一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有し、オ(ｱ)に示す新築工事に携わ

った実績があること。 

  (ｺ) 監理技術者 

    工事監理技術者資格証の交付を受け有効な監理技術者資格講習修了証を有し、公

共建築物の新築工事に携わった実績があること。 

  ※１ (ｱ)統括責任者は、(ｲ)管理技術者及び(ｹ)現場代理人との兼務を可とします。 

  ※２ (ｹ)現場代理人は、(ｺ)監理技術者との兼務を可とします。 

  ※３ (ｵ)、(ｶ)の主任技術者のどちらか一方は、設備設計一級建築士の資格を有する

こととします。 

  ※４ (ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｶ)の主任技術者は、共同企業体を構成する場合、設計業務の構

成員からの配置も可とします。 

  ※５ 配置予定技術者は、本プロポーザルの公告日において所属する企業で３か月以

上継続した直接雇用関係が条件となります。 

  ※６ 配置予定技術者は、本事業の完成・引渡日までの間、病気・死亡・退職等の極め

て特別な事情があり、やむを得ないとして本市が承認した場合以外変更を認めませ

ん。 

  ※７ 参加表明書等の提出時点において、配置予定技術者を決定できないことにより

複数名の候補者をもって配置予定技術者調書を提出する場合、いずれの候補者も、

上記の参加資格要件を満たしていなければならないこととします。この場合、技術

提案書等の提出時までに配置予定技術者を決定し、当該配置予定技術者に係る配置

予定技術者調書を再提出してください。 

 

(3) 設計業務の構成員の参加資格 

 ア 厚木市入札資格者名簿の「業種：建築設計」に登録された者であること。 

   なお、参加表明書等の提出時に登録がない者は、所定の様式を提出すること。 

   また、現在登録されているか否かに関わらず、令和５、６年定期申請として令和４

年11月30日までに行い、その申請書の写しを提出すること。 

 イ 代表構成委員以外の構成員から(2)カ(ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｶ)のいずれかの主任技術者を

１名以上配置すること。 

 ※ 配置予定設計技術者については、(2)カ※５、※６、※７を適用します。 

 

(4) 施工業務の構成員の参加資格 

 ア 厚木市入札資格者名簿の「業種：建築一式」に登録された者であること。 

 イ (2)エにおける経営事項審査の建築一式工事の総合評点が660点以上であること。 

 エ 厚木市に本社を置く企業であること。 

 オ 次に示す施工に係る主任技術者を配置できること。 
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  (ｱ) 建設業法に定める主任技術者の資格を有するものであること。 

  (ｲ) 平成19年４月１日から令和４年10月31日までの間に完成、引渡しが完了した、鉄

骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の公共建築物の新築工事を

元請けとして施工した実績があること。 

  ※ 配置予定施工技術者については、(2)カ※５、※６、※７を適用します。 

 

(5) 協力企業の参加資格 

 ア 厚木市入札資格者名簿の「業種：建築一式」に登録された者であること。 

 ウ (2)エにおける経営事項審査の建築一式工事の総合評点が660点以上であること。 

 エ 厚木市に本社を置く企業であること。 

 オ 次に示す施工に係る主任技術者を配置できること。 

  (ｱ) 建設業法に定める主任技術者の資格を有するものであること。 

  (ｲ) 平成19年４月１日から令和４年10月31日までの間に完成、引渡しが完了した、公

共建築物の建築一式工事を元請けとして施工した実績があること。 

  ※ 配置予定施工技術者については、(2)カ※５、※６、※７を適用します。 

 

(6) 配置予定技術者の配置要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◎：必須となる配置技術者 

 ○：共同企業体の場合に担当業務に応じて代表構成員又は構成員のいずれかに配置する

配置技術者 

 ※ 設計業務を共同企業体とする場合は、代表構成以外の構成員から１名以上の主任技

術者を配置すること。 

 

(7) 失格条項 

  応募者及び提案者が次のいずれかに該当する場合は、原則として特定委員会の審議に

諮った上で、失格とします。 

 ア 特定委員会委員に対して、直接又は間接を問わず接触を求めた場合 

 イ 契約の締結までの間に社会的信用を失墜させる行為が判明した場合 

 ウ 複数の提案をした場合 

 エ プレゼンテーション及びヒアリング時に、新たな説明資料を追加した場合 

 オ 提出書類等に虚偽の記載をした場合 

 カ 第二次審査の評価項目において、「不十分」と評価された場合 

 キ その他本募集要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 

設計業務
構成員 第１構成員 第２構成員

統括 統括責任者 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
管理技術者 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
建築(総合)主任技術者 ◎ ー ○ ○ ー ー ー
構造主任技術者 ◎ ー ○ ○ ー ー ー
電気設備主任技術者 ◎ ー ○ ○ ー ー ー
機械設備主任技術者 ◎ ー ○ ○ ー ー ー
施工計画主任技術者 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
コスト管理主任技術者 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
現場代理人 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
監理技術者 ◎ ー ◎ ー ー ー ー
施工主任技術者 ー ◎ ー ー ◎ ◎ ◎

配置予定技術者
業務
区分

設計
業務

施工
業務

単体企業の場合
協力企業
(施工)代表構成員

施工業務
共同企業体の場合

単体企業
(設計・施工)

協力企業
(施工)
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(8) プロポーザルの成立 

  本プロポーザルの提案者が１者の場合も本プロポーザルは成立するものとし、その際

は受注候補者のみを特定しますが、提案者の第二次審査の評価点の総計が最低基準点で

ある63点（105点満点）を下回る場合は、受注候補者として特定しません。 

 

 

４ 第一次審査の審査方法（案） 

プロポーザル評価要領（案）引用 

(1) 第一次審査は、参加表明書等を提出した者（以下「応募者」という。）の参加資格を事

務局において確認し技術提案書等の提出を要請する者（以下「提案者」という。）を選定

するものとします。 

 

 

５ 第二次審査の審査方法（案） 

プロポーザル評価要領（案）引用 
(1) 評価項目別の配点 

 各評価項目における配点は次のとおりとします。 

評価項目 審査主体 配点 

ア 提案者 事務局 15.0 

イ 配置予定技術者 事務局 15.0 

ウ 技術提案書 特定委員会（一部、事務局） 65.0 

エ 価格評価 事務局 10.0 

計 105.0 

 

(2) 提案者の評価【15.0点】 

評価項目 評価基準 
配点 

 小計 

提案者 

提案者の組織体制 5.0 5.0 

提案者の設計実績 

庁舎 1.5 

5.0 
図書館 1.0 

展示施設 1.0 

複合施設 1.5 

提案者の施工実績 

庁舎 1.5 

5.0 
図書館 1.0 

展示施設 1.0 

複合施設 1.5 

計 15.0 
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 ア 提案者の組織体制【 5.0点】 

組織体制 配点 

厚木市内に本社を置く企業を構成員とする共同企業体 5.0 

厚木市内に本社を置く企業を協力企業と結成するコンソーシアム 3.0 

上記以外の組織体制 2.0 

 

 イ 提案者の設計実績【 5.0 点】 

  (ｱ) 評価は、庁舎、図書館、展示施設及び複合施設の実施設計業務について、日本国

内の建物で平成19年４月１日から令和４年10月31日までの間に完了した実績を対象

とします。 

    また、共同企業体で参加する場合は、全ての構成員の実績を対象とすることがで

きるものとします。 

  (ｲ) 採点方法は、次のとおりとします。 

   ａ 庁舎【 1.5 点】 

    (a) 議場を有する延べ面積5,000㎡以上の庁舎の新築に関する実施設計業務を完

了した実績とします。 

    (b) 1.5点×庁舎実績係数により採点するものとします。 

     【庁舎実績係数表】 

用途 

延べ面積 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 

庁舎 1.0 0.8 

   ｂ 図書館【 1.0 点】 

    (a) 延べ面積2,000㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有する施

設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

    (b) 1.0点×図書館実績係数により採点するものとします。 

     【図書館実績係数表】 

用途 

延べ面積 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

図書館 1.0 0.8 

   ｃ 展示施設【 1.0点】 

    (a) 展示施設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

    (b) 1.0点×展示施設実績係数により採点するものとします。 

    (c) 展示施設の実施設計業務実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」

の評価には該当しないものとします。 

     【展示施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

2,000 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 
1,000 ㎡未満 

展示施設 1.0 0.8 0.6 

39



 

   ｄ 複合施設【 1.5 点】 

    (a) 複合施設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

    (b) 1.5点×複合施設実績係数により採点するものとします。 

    (c) 複合施設の実施設計業務実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」

の評価には該当しないものとします。 

     【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

 

 ウ 提案者の施工実績【 5.0 点】 

  (ｱ) 評価は、庁舎、図書館、展示施設及び複合施設の実績について、日本国内で平成

19年４月１日から令和４年10月31日までの間に完了した新築工事の実績を対象と

します。 

     また、共同企業体及びコンソーシアムで参加する場合は、全ての構成員の実績

を対象とすることができるものとします。 

  (ｲ) 採点方法は、次のとおりとします。 

   ａ 庁舎【 1.5 点】 

    (a) 議場を有する延べ面積5,000㎡以上の庁舎の新築工事を完了した実績としま

す。 

    (b) 配点1.5点×庁舎実績係数により採点するものとします。 

     【庁舎実績係数表】 

用途 

延べ面積 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 

庁舎 1.0 0.8 

   ｂ 図書館【 1.0 点】 

    (a) 延べ面積2,000㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有する施

設の新築工事を完了した実績とします。 

    (b) 配点1.0点×図書館実績係数により採点するものとします。 

     【図書館実績係数表】 

用途 

延べ面積 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

図書館 1.0 0.8 

   ｃ 展示施設【 1.0点】 

    (a) 展示施設の新築工事を完了した実績とします。 

    (b) 配点1.0点×展示施設実績係数により採点するものとします。 

    (c) 展示施設の新築工事実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」の

評価には該当しないものとします。 
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     【展示施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

2,000 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 
1,000 ㎡未満 

展示施設 1.0 0.8 0.6 

   ｄ 複合施設【 1.5 点】 

    (a) 複合施設の新築工事を完了した実績とします。 

    (b) 配点1.5点×複合施設実績係数により採点するものとします。 

    (c) 複合施設の新築工事実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」の

評価には該当しないものとします。 

     【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

 

(3) 配置予定技術者の評価【15.0点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  統括責任者、管理技術者、建築（総合）主任技術者、構造主任技術者、電気設備主任技

術者、機械設備主任技術者、施工計画主任技術者、コスト管理主任技術者、現場代理人

及び監理技術者の有する業務実績について採点し、合計を本項目の評価点（少数点第２

位を四捨五入）とします。 

小計
1.0
1.0

建築(総合) 0.5
構造 0.5
電気設備 0.5
機械設備 0.5
施工計画 0.5
コスト管理 0.5

1.0
1.0

建築(総合) 0.5
構造 0.5
電気設備 0.5
機械設備 0.5
施工計画 0.5
コスト管理 0.5

1.5
0.5
0.5
1.5
0.5
0.5

統括責任者
現場代理人
監理技術者

5.0

5.0

2.5

2.5

監理技術者

複合施設の施工
業務実績

計 15.0

評価項目 評価基準
配点

統括責任者
現場代理人

配置予定
技術者

主任技術者

統括責任者
管理技術者

統括責任者
管理技術者

主任技術者

配置予定
技術者の
実施設計
業務又は
施工業務
の実績

庁舎等の実施設
計業務実績

複合施設の実施
設計業務実績

庁舎等の施工業
務実績
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 ア 庁舎等の実施設計業務実績【 5.0点】 

  (ｱ) 配置予定技術者の実績とする実施設計業務に従事した立場について、評価するも

のとします。 

  (ｲ) 評価は、庁舎について、日本国内で平成19年４月１日から令和４年10月31日まで

の間に完了した実績を対象とします。 

  (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    配置予定技術者ごとに設定された基礎点×庁舎実績係数×立場係数により採点す

るものとします。 

     【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.0 

管理技術者 1.0 

建築（総合）主任技術者 0.5 

構造主任技術者 0.5 

電気設備主任技術者 0.5 

機械設備主任技術者 0.5 

施工計画主任技術者 0.5 

コスト管理主任技術者 0.5 

     【庁舎等実績係数表】 

配置予定 

技術者 
用途 

延べ面積 

10,000㎡以上 
10,000㎡未満 

5,000㎡以上 
5,000 ㎡未満 

統括責任者 

管理技術者 
庁舎 1.0 0.8 ― 

各主任技術者 公共建築物 1.0 0.8 0.6 

     ※構造主任技術者については、免震構造のものとします。 

     【立場係数表】 

配置予定技術者 従事した立場 係数 

統括責任者 

管理技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

各主任技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 1.0 

担当者 0.8 

 

 イ 複合施設の実施設計業務実績【 5.0点】 

  (ｱ) 配置予定技術者の実績とする実施設計業務に従事した立場について、評価するも

のとします。 

  (ｲ) 評価は、複合施設について、日本国内で平成19年４月１日から令和４年10月31日

までの間に完了した実績を対象とします。 
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  (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    配置予定技術者ごとに設定された基礎点×複合施設実績係数×立場係数により採

点するものとします。実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」の評価

には該当しません。 

     【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.0 

管理技術者 1.0 

建築（総合）主任技術者 0.5 

構造主任技術者 0.5 

電気設備主任技術者 0.5 

機械設備主任技術者 0.5 

施工計画主任技術者 0.5 

コスト管理主任技術者 0.5 

     【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

     【立場係数表】 

配置予定技術者 従事した立場 係数 

統括責任者 

管理技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

主任技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 1.0 

担当者 0.8 

 

 ウ 庁舎等の新築工事の実績【 2.5点】 

  (ｱ) 配置予定技術者の実績とする新築工事に従事した立場について、評価するものと

します。 

  (ｲ) 評価は、複合施設について、日本国内で平成19年４月１日から令和４年10月31日

までの間に完了した実績を対象とします。 

  (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    配置予定技術者ごとに設定された基礎点×庁舎等実績係数×立場係数により採点

するものとします。 

     【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.5 

現場代理人 0.5 

監理技術者 0.5 
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     【庁舎等実績係数表】 

配置予定 

技術者 
用途 

延べ面積 

10,000㎡以上 
10,000㎡未満 

5,000㎡以上 
5,000 ㎡未満 

統括責任者 

現場代理人 
庁舎 1.0 0.8 ― 

監理技術者 公共建築物 1.0 0.8 0.6 

     【立場係数表】 

配置予定技術者 従事した立場 係数 

統括責任者 

現場代理人 

現場代理人 1.0 

監理技術者 0.8 

主任技術者又は担当者 0.4 

監理技術者 

監理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

 

 エ 複合施設の新築工事の実績【 2.5点】 

  (ｱ) 配置予定技術者の実績とする新築工事に従事した立場について、評価するものと

します。 

  (ｲ) 評価は、複合施設について、日本国内で平成19年４月１日から令和４年10月31日

までの間に完了した実績を対象とします。 

  (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    配置予定技術者ごとに設定された基礎点×複合施設実績係数×立場係数により採

点するものとします。実績がない場合、評価点は0点としますが、「不十分」の評価

には該当しません。 

     【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.5 

現場代理人 0.5 

監理技術者 0.5 

     【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

     【立場係数表】 

配置予定技術者 従事した立場 係数 

統括責任者 

現場代理人 

現場代理人 1.0 

監理技術者 0.8 

主任技術者又は担当者 0.4 

監理技術者 

監理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 
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(4) 技術提案書の評価【65.0点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計
(ｱ) 本業務の取組方針及び業務体制に
関する提案
(取組方針／組織体制・業務分担／総合
調整力／バックアップ体制)

5.0

(ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用
した事業スケジュールを実現するため
の提案
(効率的な整備手順／スケジュール管理
ポイント／不測時の対応力)

5.0

(ｱ) 基本設計を踏まえ、より魅力的・
機能的・合理的な設計提案
(サードプレイス／広場的スペース／機
能間連携／庁舎窓口／フレキシブルな
空間構成)

10.0

(ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用
したコスト管理方策に関する設計提案
(コスト管理／柔軟なＶＥ提案／物価変
動対応)

10.0

(ｳ) 環境にやさしく、ライフサイクル
コスト低減が図られる設計提案
(ＬＣＣ削減／長寿命化／自然エネル
ギー／カーボンニュートラル／感染症
対策／地場産木材)

5.0

(ｴ) にぎわいと防災拠点とが両立され
る設計提案
(歩いて楽しいまち／周辺施設とのつな
がり／外構計画／止水壁等による浸水
対策)

5.0

(ｱ) 事業スケジュールに沿った実現性
のある工事工程に関する提案
(施工体制／工期短縮／遅延リスクへの
対応／関連業務との調整)

5.0

(ｲ) 施工品質を確保するための方策及
び確認方法に関する提案
(品質確保の具体的方策／品質確認の方
法／品質向上のための方策)

5.0

(ｳ) 近隣及び周辺環境に配慮した施工
計画及び工事ステップに関する提案
(近隣対策／工事ステップ／仮設計画/
施設利用者の安全対策)

5.0

(ｱ) 厚木市内企業への発注予定額の提
案

5.0

(ｲ) 地域貢献に関する提案
(周辺地域への配慮・協力／役務・サー
ビス等による地域への貢献)

5.0

65.0

評価基準
評価
項目

技
術
提
案
書

【テーマ１】
本業務の実施方針

【テーマ２】
実施設計業務の実
施方針

【テーマ３】
施工業務の実施方
針

配点

10.0

15.0

30.0

10.0

【テーマ４】
地域貢献

計
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 ア テーマ４(ｱ)の算出方法 

   事務局が算出します。 

   市内企業への発注や市内調達の実施について、具体的な項目とそれぞれの発注予定

金額並びに履行確認方法を評価します。 

   なお、施工業務に関する市内企業への発注金額は、一次下請けまでとし、一次下請

けが市外企業の場合に限り、二次下請けまでの発注金額を加えることができるものと

します。 

   採点方法は、下記の算出式による評価点（小数点第２位を四捨五入）とします。た

だし、履行確認方法の記載がない場合は評価しません。 

5.0×[（当該提案発注予定金額）/（最高提案発注予定金額）] 

 

 イ 採点方法 

   テーマ４(ｱ)を除き、各委員の持ち点は60.0点とし、技術提案書の内容を踏まえ、各

配点に次のウエイトを乗じた点数をもって採点し、全委員の点数の平均点を評価点（小

数点第２位を四捨五入）とします。 

   各委員の専門領域が異なることを勘案し、委員同士の真摯な議論をもとにそれぞれ

が評価を行うものとします。全体の採点を集計した評価点の最高点が全く同じ者が２

者以上となった場合は、各委員が意見交換を行った後、採点を再度行うものとします。

その結果、再度、最高評価点が同じとなった場合は、委員長が判断し、受注候補者を

決定するものとします。 

   ただし、いずれかの委員が「不十分」と評価した項目があった場合は、その他の項

目の評価点にかかわらず失格とします。 

評価 評価のウエイト 

Ａ：極めて優れている 1.0 

Ｂ：優れている 0.8 

Ｃ：良好 0.6 

Ｄ：一般的 0.4 

Ｅ：不十分 0.0 

 

(5) 提案価格の評価【10.0点】 

 ア 評価点の算出 

  (ｱ) 下記の算出式による評価点（小数点第２位を四捨五入）とします。 

10.0×[（最低提案価格）/（当該提案価格）] 

  (ｲ) 価格提案は、発注者が採用を認めたＶＥ提案を含めた次の算出式による価格とし

ます。 

価格提案 ＝ 概算工事費 ― 採用ＶＥ金額 

  (ｳ) 価格提案が提案上限額以上の場合、失格とします。 
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６ 公告関係資料一式（予定） 

 

 

 

ホームページ 貸出CD

関係資料一覧（本紙） ○ PDF

１．プロポーザル関連資料

1-1 公募型プロポーザル募集要領 ○ PDF

1-2
公募型プロポーザル募集要領
別紙１ 価格提案書作成要項

○ PDF

1-3
公募型プロポーザル募集要領
別紙２ 技術提案作成要項

○ PDF

1-4
公募型プロポーザル募集要領
別紙３ VE提案作成要項

○ PDF

1-5 公募型プロポーザル評価要領 ○ PDF

1-6 様式集（別添一覧） ○ PDF

1-7 要求水準書 ○ PDF

1-8
要求水準書
別添１　厚木市複合施設整備事業スケジュール（案）

○ PDF

1-9
要求水準書
別添２　工事区分図

○ PDF

1-10
要求水準書
別添３　リスク分担表

○ PDF

1-11
要求水準書
別添４　業務分担表

○ PDF

1-12
要求水準書
別添５　要求水準確認計画書

○ PDF

1-13
要求水準書
別添６　技術提案実施計画書

○ PDF

1-14
要求水準書
別添７　実施設計業務委託特記仕様書

○ PDF

1-15
要求水準書　別添７　実施設計業務委託特記仕様書
別紙１　実施設計段階体制表（案）

○ PDF

1-16
要求水準書
別添８　厚木市建築設計共通委託仕様書

○ PDF

1-17
要求水準書
別添９　厚木市建築設計意図伝達業務委託特記仕様書

○ PDF

1-18
要求水準書
別添１０　厚木市複合施設等基本設計図書

○ PDF

1-19 事業協定書（案） ○ PDF

２．基本設計資料及び敷地関連資料

2-1 厚木市複合施設基本設計図 ○ PDF

2-2 計画敷地図 ○ PDF

2-3 敷地測量図 ○ PDF

2-4 インフラ関連資料 ○ PDF

2-5 地下埋設図 ○ PDF

2-6 解体撤去図 ○ PDF

2-7 複合施設整備敷地基礎調査委託報告書 ○ PDF

2-8 電波障害机上検討報告書 ○ PDF

2-9 開発行為協議関連資料 ○ PDF

2-10 工程計画・仮設計画資料（参考資料） ○ PDF

３．参考資料

3-1 厚木市図書館基本構想（平成29年4月） ○ PDF

3-2 （仮称）こども未来館基本構想（平成29年11月） ○ PDF

3-3 厚木市新庁舎整備基本構想（平成30年9月） ○ PDF

3-4 厚木市複合施設等整備基本計画（令和2年1月） ○ PDF

CDによる貸出し

【貸出期間】
公告日から

技術提案書等提出期限まで

CDによる貸出し
【貸出期間】

公告日から

技術提案書等提出期限まで

資料
番号

資料名
確認方法

データ
形式

備考
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1 
 

厚木市複合施設整備事業設計施工一括型業務公募型プロポーザル募集要領 
 

第１章 業務概要 
１ 要旨 

この要領は、厚木市複合施設整備事業（以下｢本事業｣という。）において、設計施工事業者のへの

発注を行うに当たり、豊富な経験と能力を有する優れた民間事業者による提案を求めるため、公募

型プロポーザル方式により当該業務に最適な受注候補者を特定するために必要な事項を定めるも

のとします。 
 

２ 業務概要 
(1) 厚木市複合施設整備事業設計施工一括型業務 
ア 履行場所 

厚木市中町一丁目７１７番地１ほか 
 
イ 業務内容 

本事業の業務内容は次のとおり。（以下「本業務」という。） 
(ｱ) 設計業務 ：実施設計、設計意図伝達、施工計画、コスト管理 
(ｲ) 施工業務 

施工業務１：先行解体等工事 
施工業務２：複合施設等工事ほか 

 
ウ 事業費上限額 

本事業の事業費上限額は次のとおりとし、上限額を超えた提案は失格とします。 
本事業の参加表明書及び技術提案書等を提出する者は、次に示す上限額の範囲内で技術提案

を行うことします。なお、受注候補者に特定された者が提出した技術提案書等に事業費の縮減

に係る内容があった場合は、技術提案書等に記載された事業費（以下「価格提案書」という。）

に基づき本事業を実施するものとし、事業者の責による上限額の増額に係る交渉には応じませ

ん。 
(ｱ) 設計業務の上限額  ・・・・・・７９８，２７０千円 
(ｲ) 施工業務の上限額  ・・・２７，０８６，７５２千円 

うち、複合施設等工事の上限額 ・・・２３，８９０，３４７千円 
（(ｱ)(ｲ)ともに、消費税及び地方消費税を含む。税率は１０％で計算した額とする。） 

 
エ 業務期間 

事業協定の締結日の翌日から令和９年３月１日（月）まで。 
なお、各業務の契約は、次の時期を予定しています。 

(ｱ) 設計業務 令和５年５月初旬から令和６年７月３１日（水）まで 
(ｲ) 施工業務 

施工業務１ 令和５年６月初旬から令和６年２月２９日（木）まで 
施工業務２ 令和５年１０月初旬から令和９年３月１日（月）まで 

ただし、特定された技術提案書等に工期短縮に係る内容があった場合は、当該技術提案書等

に記載された業務期間とします。また、受注候補者の責による業務期間の延長に係る交渉には

応じません。 
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オ 支払方法 

令和５年から令和８年の各年度末、実施設計完了時、施工業務１完了時、施工業務２の完了

時を予定しています。 
なお、支払金額及び条件等については、受注候補者から提出される業務工程計画を本市と受

注候補者にて協議の上決定します。 
 

カ その他 
本事業は、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）第１８条に

規定する技術提案の審査及び価格等の交渉による方式を踏まえて、競争参加資格を有する者に

対して技術提案書等の提出を求め、技術提案書等の中立かつ公正な審査の結果に基づき選定し

た者（以下「受注候補者」という。）と、基本的な協定である「厚木市複合施設整備事業設計施

工一括型業務に関する事業協定（以下「事業協定」という。）」及び各業務の契約を締結し、設

計及び工事施工等を行う事業です。 
参加表明書及び技術提案書等の提出等については、関係法令等に定めるもののほか、この募

集要領及び本公募手続において配布した一切の資料（以下「募集要領等」という。）によります。 
 

３ 受注者の選定方法 
   本事業は、公募型プロポーザル方式により受注候補者を選定するものとします。 
 
４ 事務局（書類提出及びお問合せ先） 

〒２４３－８５１１ 神奈川県厚木市中町３－１７－１７（第二庁舎１４階） 
厚木市 都市整備部 市街地整備課 中町第２－２地区整備係 
電話番号     （０４６）２２５－２４７０（直通） 
ファクシミリ番号 （０４６）２２４－４８０２ 
メールアドレス   5000@city.atsugi.kanagawa.jp 
※ 本プロポーザルに関する質問、提出書類等の受付は全て事務局において行います。 
※ 受付時間は平日午前９時から午後５時までとします。ただし、提出書類により受付期間最終

日の受付時間が異なるので注意して下さい。 
 
５ 募集要領及び必要書類の公開 

公開期間 令和４年１１月１日（火）から令和５年４月中旬まで（予定） 
本市ホームページから厚木市複合施設等整備事業設計施工一括業務公募型プロポーザル募集要

領及び関係資料をダウンロードして下さい。 
市ホームページ参照先 
ホーム＞しごと・産業＞入札・契約＞コンサル＞プロポーザル方式 
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第２章 諸条件に関する事項 
１ 参加資格 

(1) 参加者の構成等 
本プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）は、次に示す単体企業又は特定建設工

事共同企業体（以下「共同企業体」という。）とします。ただし、参加者は「(2) 参加者に共通す

る参加資格」に揚げる要件を満たしているものとします。 
ア 単体企業 
イ 共同企業体 

次に示す本業務を行う者の２者以上（以下「構成員」という。）によって構成された共同企業

体とし、代表構成員は、本業務の中心的役割を担う履行能力を持ち、最大出資割合の構成員と

します。 
(ｱ) 自主的に結成された共同企業体であること。 
(ｲ) 構成員数 

設計業務を担当する構成員数 ：施工業務も担う代表構成員を含め２社以内とする。 
施工業務を担当する構成員数 ：２又は３社 

(ｳ) 最低出資割合 
設計業務を担当する構成員  ：定めない 
施工業務を担当する構成員  ：施工業務の構成員数が２社の場合 

 １社につき 100 分の 10以上 
：施工業務の構成員数が３社の場合 
 １社につき 100 分の５以上 

(ｴ) 構成員の参加資格 
代表構成員         ：１(2)による 
設計業務を担当する構成員  ：１(3)による 
施工業務を担当する構成員  ：１(4)による 

ウ コンソーシアムの結成 
単体企業又は施工業務を単体企業として参加する共同企業体の場合は、施工業務に関する協

力企業（以下「協力企業」という。）とのコンソーシアムを結成し参加することを可能とします。 
(ｱ) 自主的に結成されたコンソーシアムであること。 
(ｲ) 協力企業数       ：１社 
(ｳ) 協力企業の参加資格   ：１(5)による 

エ 単体企業、代表構成員、構成員及び協力企業は、本プロポーザルに参加する他の共同企業体

の代表構成員若しくは構成員又は協力会社を兼ねていないこととします。 
オ コンソーシアムを結成し参加する場合は、単体企業又は共同企業体の代表構成員が参加手続

を行うものとします。 
※参加者の構成例 

単体企業の場合 
単体企業 

(設計･施工) 

協力企業 

(施工) 

1 総合建設業者 ● - 

2 総合建設業者+協力企業 ● ● 

共同企業体の場合 

設計業務 施工業務 

代表構成員 構成員 代表構成員 
第 1 

構成員 

第 2 

構成員 
協力企業 

3 総合建設業者+施工業務構成員1社 ● - ● ● - - 
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4 総合建設業者+施工業務構成員2社 ● - ● ● ● - 

5 総合建設業者+設計業務構成員1社 ● ● ● - - - 

6 総合建設業者+設計業務構成員1社+協力企業 ● ● ● - - ● 

7 総合建設業者+設計業務構成員+施工業務構成員 1社 ● ● ● ● - - 

8 総合建設業者+設計業務構成員+施工業務構成員 2社 ● ● ● ● ● - 

 
(2) 単体企業又は代表構成員の参加資格 

本プロポーザルに参加する単体企業又は代表構成員は、次に掲げる全ての要件を満たすことと

します。 
ア 厚木市の競争入札に参加することができる者の資格等に関する規程（平成元年厚木市告示第

３１号）第６条に規定する資格者名簿の「業種：建築設計」及び「業種：建築一式」に登録さ

れた者であること。 
なお、令和５、６年定期申請として令和４年１１月３０日までに行うこと。 

イ 参加表明書等の提出期限から契約締結日までの期間において、厚木市工事請負契約に係る競

争入札の参加停止及び指名停止等措置要綱(平成２年４月１日施行)及び厚木市事業所等実態調

査実施要綱（平成２１年１０月１日施行）の規定による指名停止等の措置を受けていないこと。 
ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者に該当しない者

であること。 
エ ２年以内に手形交換所の取引停止処分を受けている者（会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく

再生手続開始の申立てがなされている者のうち、当該手続開始の決定後、アによる競争入札参

加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 
オ ６箇月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者（会社更生法に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者のうち、当該手続開始

の決定後、アによる競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 
カ 所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされて

いない者であること。 
キ 厚木市暴力団排除条例（平成２３年厚木市条例第１２号）に定める暴力団員等、暴力団経営

支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。 
ク 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項の

規定に違反しない者であること。 
ケ 次に示す本事業に関連する別途業務の受託者（協力企業を含む。以下同じ。）でないこと。 
(ｱ) 日建設計コンストラクション・マネジメント株式会社 
(ｲ) 株式会社マナビノタネ 
(ｳ) 株式会社トータルメディア研究所 

コ 次のいずれかに該当する、ケの受託者と資本若しくは人事面において関連がある事業者でな

いこと。 
(ｱ) ケの受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額

の１００分の５０を超える出資をしている事業者 
(ｲ) 建設業者の代表権を有する役員がケの受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合に

おける当該事業者 
サ ３(1)に示す特定委員会委員が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において関

連のある者でないこと。 
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シ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく特定建設業許可を受けていること、かつ、

同法第２７条の２３に規定する経営事項審査の建築一式工事の総合評点が１，５００点以上で

あること。 
ス 日本国内で、平成１９年４月１日から令和４年１０月３１日までの間に(ｱ)かつ(ｲ)に示す施

設の実施設計及び施工を完了した実績を有する者であること。 
(ｱ) 議場を有する延べ面積５，０００㎡以上の庁舎 
(ｲ) 延べ面積２，０００㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有する教育系施設 

※ 実施設計の実績については、(3)設計業務の構成員の実施設計実績でも可とします。 
セ 次の要件を満たす配置予定技術者を各一人配置すること。 
(ｱ) 統括責任者 

本業務全体を統括管理する者として、一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有し、

ス(ｱ)に示す実施設計又は工事に携わった実績があること。 
(ｲ) 管理技術者 

設計業務を統括管理する者として、一級建築士の資格を有し、ス(ｱ)に示す実施設計に携わっ

た実績があること。 
(ｳ) 建築（総合）主任技術者 

一級建築士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の建築に携わった実績があること。 
(ｴ) 構造主任技術者 

構造設計一級建築士の資格を有し、免震構造である公共建築物の実施設計業務の建築構造に

携わった実績があること。 
(ｵ) 電気設備主任技術者 

設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の建築電気設

備に携わった実績があること。 
(ｶ) 機械設備主任技術者 

設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の建築機械設

備に携わった実績があること。 
(ｷ) 施工計画主任技術者 

一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有し、公共建築物の実施設計業務の建築（施

工計画）に携わった実績があること。 
(ｸ) コスト管理主任技術者 

公益社団法人日本建築積算協会が認定するコスト管理士又は建築積算士の資格を有し、公共

建築物の実施設計業務の積算に携わった実績があること。 
(ｹ) 現場代理人 

一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有し、ス(ｱ)に示す新築工事に携わった実績が

あること。 
(ｺ) 監理技術者 

工事監理技術者資格証の交付を受け有効な監理技術者資格講習修了証を有し、公共建築物の

新築工事に携わった実績があること。 
※１ (ｱ)統括責任者は、(ｲ)管理技術者及び(ｹ)現場代理人との兼務を可とします。 
※２ (ｹ)現場代理人は、(ｺ)監理技術者との兼務を可とします。 
※３ (ｵ)、(ｶ)の主任技術者のどちらか一方は、設備設計一級建築士の資格を有することとします。 
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※４ (ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｶ)の主任技術者は、共同企業体を構成する場合、設計業務の構成員からの配

置も可とします。 
※５ 配置予定技術者は、本プロポーザルの公告日において所属する企業で３か月以上継続した

直接雇用関係が条件となります。 
※６ 配置予定技術者は、本事業の完成・引渡日までの間、病気・死亡・退職等の極めて特別な

事情があり、やむを得ないとして本市が承認した場合以外変更を認めません。 
※７ 参加表明書等の提出時点において、配置予定技術者を決定できないことにより複数名の候

補者をもって配置予定技術者調書を提出する場合、いずれの候補者も、上記の参加資格要件

を満たしていなければならないこととします。この場合、技術提案書等の提出時までに配置

予定技術者を決定し、当該配置予定技術者に係る配置予定技術者調書を再提出してくださ

い。 
 

(3) 設計業務の構成員の参加資格 
設計業務の構成員は、次に掲げる全ての要件を満たすこととします。 

ア 厚木市の競争入札に参加することができる者の資格等に関する規程（平成元年厚木市告示第

３１号）第６条に規定する資格者名簿の「業種：建築設計」に登録された者であること。 
なお、参加表明書等の提出時に登録がない者は、所定の様式を提出すること。 
また、現在登録されているか否かに関わらず、令和５、６年定期申請として令和４年１１月

３０日までに行い、その申請書の写しを提出すること。 
イ (2)イからサに示す参加資格を有すること。 
ウ 代表構成員以外の構成員から(2)セ(ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｶ)のいずれかの主任技術者を１名以上配置

すること。 
※ 配置予定設計技術者については、(2)セ※５、※６、※７を適用します。 

 
(4) 施工業務の構成員の参加資格 

施工業務の構成員は、次に掲げる全ての要件を満たすこととします。 
ア 厚木市の競争入札に参加することができる者の資格等に関する規程（平成元年厚木市告示第

３１号）第６条に規定する資格者名簿の「業種：建築一式」に登録された者であること。 
イ (2)イからサに示す参加資格を有すること。 
ウ (2)シにおける経営事項審査の建築一式工事の総合評点が６６０点以上であること。 
エ 厚木市に本社を置く企業であること。 

オ 次に示す施工に係る主任技術者を配置できること。 

(ｱ) 建設業法に定める主任技術者の資格を有するものであること。 

(ｲ) 平成 19 年４月１日から令和４年 10月 31 日までの間に完成、引渡しが完了した、鉄骨造、

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の公共建築物の新築工事を元請けとして

施工した実績があること。 
※ 配置予定施工技術者については、(2)セ※５、※６、※７を適用します。 

 
(5) 協力企業の参加資格 

コンソーシアムとして参加する協力企業は、次に掲げる全ての要件を満たす企業であるものと

します。 
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ア 厚木市の競争入札に参加することができる者の資格等に関する規程（平成元年厚木市告示第

３１号）第６条に規定する資格者名簿の「業種：建築一式」に登録された者であること。 

イ (2)イからサに示す参加資格を有すること。 

ウ (2)シにおける経営事項審査の建築一式工事の総合評点が６６０点以上であること。 

エ 厚木市に本社を置く企業であること。 
オ 次に示す施工に係る主任技術者を配置できること。 
(ｱ) 建設業法に定める主任技術者の資格を有するものであること。 
(ｲ) 平成 19 年４月１日から令和４年 10 月 31 日までの間に完成、引渡しが完了した、公共建

築物の建築一式工事を元請けとして施工した実績があること。 
※ 配置予定施工技術者については、(2)セ※５、※６、※７を適用します。 

 
(6) 配置予定技術者の配置要件 

業務 

区分 

配置予定 

技術者 

単体企業の場合 共同企業体の場合 

単体企業 

(設計施工) 

協力企業 

(施工) 
代表構成員 

設計業務 施工業務 

構成員 
第１ 

構成員 

第２ 

構成員 
協力企業 

統括 統括責任者 ◎ － ◎ － － － － 

設計 

業務 

管理技術者 ◎ － ◎ － － － － 

建築(総合)主任技術者 ◎ － 〇 〇 － － － 

構造主任技術者 ◎ － 〇 〇 － － － 

電気設備主任技術者 ◎ － 〇 〇 － － － 

機械設備主任技術者 ◎ － 〇 〇 － － － 

施工計画主任技術者 ◎ － ◎ － － － － 

コスト管理主任技術者 ◎ － ◎ － － － － 

施工 

業務 

現場代理人 ◎ － ◎ － － － － 

監理技術者 ◎ － ◎ － － － － 

主任技術者 － ◎ － － ◎ ◎ ◎ 

◎は、単体企業又は共同企業体を構成した場合の必須配置技術者 

〇は、共同企業体を構成し、設計業務に参加する場合は、設計業務の構成員から１名以上の配置予定技術

者を配置すること。 

 
２ 選定方針（審査） 

第一次審査は、参加表明書等を提出した者（以下「応募者」という。）の参加資格を事務局におい

て確認し技術提案書等の提出を要請する者（以下「提案者」という。）を選定します。 
第二次審査は、技術提案書等の内容を評価し、提案者の中から受注候補者及び次点候補者を特定

します。審査の詳細は、厚木市複合施設整備事業公募型プロポーザル評価要領（以下「評価要領」

という。）に記述します。 
  第二次審査は、提案者を対象にプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、特定委員会が評価

要領に基づき採点を行います。また、価格評価については、事務局が評価要領に基づき採点を行い

ます。それらの評価点の総計が最低基準点である６５点（１０５点満点）以上の提案者のうち、最

も評価点が高い者を本業務の受注候補者とし、２番目に高い者を次点候補者として特定します。た

だし、「不十分」と評価された項目があった場合は、評価点にかかわらず失格とします。 
 
３ 特定委員会等 
(1) 特定委員会委員 

特定委員会は、次の表に掲げる委員で構成し、技術提案書等について採点を行います。 
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役職 氏名 所属等 
委員長 山崎 俊裕 東海大学   教授 
副委員長 上前 行男 厚木市    副市長 
委員 松井 正宏 東京工芸大学 教授 
委員 山本 佳嗣 東京工芸大学 准教授 
委員 鈴木 徹 厚木市    許認可担当部長 
委員 内藤 悟 厚木市    市街地整備担当部長 

※ 所属等については、令和４年１１月現在のもの。 
 

(2) 関連業務専門家 
特定委員会の審議を円滑に行うため、日建設計コンストラクション・マネジメント株式会社を

アドバイザーとし、事務局とともに特定委員会を支援します。 
 

４ スケジュール（予定）※ 
実施内容 実施期間 

公告 令和４年１１月 １日（火） 

質問受付期間 
（参加表明書等に関する質問） 

令和４年１１月 １日（火）から 
１１月 ８日（火）午後３時まで 

質問回答日 
（参加表明書等に関する質問） 令和４年１１月１６日（水） 

参加表明書等受付期間 令和４年１１月１７日（木）から 
１１月２９日（火）午後３時まで 

提案資格確認結果通知 
技術提案提出要請書の送付 令和４年１２月 ５日（月） 

質問受付期間 
（技術提案書及びＶＥ提案等に関する

質問） 

令和４年１２月 ６日（火）から 
１２月１２日（月）午後３時まで 

質問回答日  
（技術提案書及びＶＥ提案等に関する

質問） 
令和４年１２月２２日（木） 

ＶＥ提案書提出 令和５年 １月１７日（火）から 
１月２３日（月）午後３時まで 

ＶＥ提案書に関するヒアリング 令和５年 １月３０日（月）及び 
１月３１日（火） 

ＶＥ提案採否通知 令和５年 ２月１０日（金） 

技術提案書等受付期間 令和５年 ２月２０日（月）から 
２月２８日（火）午後３時まで 

プレゼンテーション 
及びヒアリング審査実施予定日 令和５年 ３月１４日（火） 

選定結果通知予定日 令和５年 ３月下旬 

事業協定の締結 
設計業務契約 令和５年 ４月下旬 

施工業務１ 仕様書協議及び見積合わせ 
工事請負契約 令和５年 ６月上旬 
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施工業務２ 仕様書協議及び見積合わせ 
工事請負契約仮契約 令和５年 ７月下旬 

施工業務２ 工事請負契約契約 令和５年 １０月上旬 

※ スケジュールは予定のため、変更することがあります。 
※ スケジュールについて変更が生じた場合は、既に参加表明等があった者に通知するとともに、

厚木市ホームページに掲載します。 
 

５ プロポーザル実施時の留意事項 
(1) 費用負担 

参加表明書等並びに技術提案書等の作成及び提出に要する費用は、応募者及び提案者の負担と

します。 
(2) 提案数 

参加表明書等及び技術提案書等の提出は、１者につき１件のみとします。 
(3) 提出方法 

本プロポーザルに関する全ての書類提出は、事務局への持参又は託送による提出を原則としま

す。ただし、質問のみ、電子メールによる問合せを受け付けます。 
持参以外の方法による書類の不達について、本市はその責任を負わないものとします。応募者

及び提案者において電話等により書類到達の確認を行ってください。 
(4) 提出書類等の取扱い 

提出された書類等については一切返却しません。 
提出された書類等の著作権は応募者及び提案者に帰属しますが、本市は次の場合において、提

出された書類等を無償で使用する権利を持つものとします。 
ア 提案者の選定並びに受注候補者及び次点候補者の特定のために使用する場合 
イ 受注候補者及び次点候補者特定後、市ホームページにて市民等に対し公開する場合 
ウ 厚木市情報公開条例（平成１３年厚木市条例第１５号）等関連規程に基づき公開する場合 
エ ア又はウの実施に当たり、複製を作成する場合 
オ プロポーザルの結果等を公表する場合において、常識的な範囲内において提案の一部を公開

する場合 
(5) 失格条項 

応募者及び提案者が次のいずれかに該当する場合は、原則として特定委員会の審議に諮った上

で、失格とします。 
ア 特定委員会委員に対して、直接又は間接を問わず接触を求めた場合 
イ 契約の締結までの間に社会的信用を失墜させる行為が判明した場合 
ウ 複数の提案をした場合 
エ プレゼンテーション及びヒアリング時に、新たな説明資料を追加した場合 
オ 提出書類等に虚偽の記載をした場合 
カ 参加表明書等提出後、１(1)から(5)の要件のいずれかを満たさなくなった場合 
キ 第二次審査の評価項目において、「不十分」と評価された場合 
ク その他本募集要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 
ケ 他者の提案を盗用したもの。 

(6) プロポーザルの成立 
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本プロポーザルの提案者が１者の場合も本プロポーザルは成立するものとし、その際は受注候

補者のみを特定しますが、提案者の第二次審査の評価点の総計が最低基準点である６３点（１０

５点満点）を下回る場合は、受注候補者として特定しません。 
(7) その他 
ア 本プロポーザルの手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時

及び計量法（平成４年法律第５１号）とします。 
イ 本プロポーザルは、厚木市プロポーザル方式実施要綱（平成２３年４月１日施行）に基づき

実施します。本募集要領に定めがないことについては、同要綱の趣旨に基づき実施します。 
ウ 本事業の施工業務は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１

０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた

工事となります。 
エ 本事業は、工事監理業務を別途発注する予定としています。 
オ 現地説明会は行ないません。 
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第３章 応募手続及び審査結果に関する事項 
１ 参加表明書等の提出 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり参加表明書等を提出して下さい。 
(1) 提出期間 

令和４年１１月１７日（木）午前９時から１１月２９日（火）午後３時まで 
（土、日曜日を除く。） 

(2) 提出先 
事務局 

(3) 提出方法 
事務局への持参又は託送 

(4) 提出書類 
ア 参加表明書等の提出時は次の書類を提出して下さい。 

№ 提出書類 様式 
提出 
部数 

添付書類等 

１ 参加表明書 第１－１号様式 １部 

・建築士法（昭和２５年法律第２０２号）

第２４条の６の規定により閲覧に供する書

類の写し（設計業務を行う構成員全て） 
・建設業許可通知書の写し（施工業務を行

う構成員全て） 
・実績として記載した実施設計及び施工の

内容が、当該要件を満たすことを確認でき

る資料（計画通知書の写し、契約書の写し、

ＰＵＢＤＩＳの写し又は重要事項説明書

（建築士法第２４条の７）の写し（発注者

の受領印が押印されているもの。）等） 

２ 
参加資格要件チ

ェックシート 
第１－２号様式 １部  

４ 構成員一覧表 第１－３号様式 １部  
５ 会社概要 第２－１号様式 １部  

６ 
関連事業実績調

書 
第２－２から 
２－９号様式 

各１部  

７ 
配置予定技術者

調書 

第３－１から 
３－１１号様

式 
各１部 

・資格者証の写し及び資格の取得時期が確

認できる書類の写し 
・直接雇用関係があることを証明するもの

（健康保険証の写し等） 
・実績として記載した実施設計及び施工の

内容が、当該要件を満たすことを確認でき

る資料（計画通知書の写し、契約書の写し、

ＰＵＢＤＩＳの写し又は重要事項説明書

（建築士法第２４条の７）の写し（発注者

の受領印が押印されているもの。）等） 
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８ 
共同企業体協定

書 
第４－１号様式 １部 

・全構成員の押印がないものでも受け付け

るが、技術提案書の提出期限までに、全構

成員が押印した協定書の写しを提出するこ

と。 

９ 
コンソーシアム

協定書 
第４－２号様式 １部 

・全構成員の押印がないものでも受け付け

るが、技術提案書の提出期限までに、全構

成員が押印した協定書の写しを提出するこ

と。 
１０ 委任状 第５号様式 １部  
※ 共同企業体を結成する場合は、８共同企業体協定書と１０委任状を追加し提出して下さい。 
※ コンソーシアムを結成する場合は、９コンソーシアム協定書と１０委任状を追加し提出して

下さい。 
(5) 提出部数 

(4)に記載の部数を提出すること。また、ＣＤ－Ｒ等によりＰＤＦ電子データも併せて提出して

下さい。 
(6) 作成上の留意点 
ア 企業の同種施設の実績について、実施設計及び施工の実績は、審査において加点評価の対象

とします。 
イ 配置予定設計技術者の実績は、審査において加点評価の対象とします。 
 

(7) 参加表明書等に関する質問 
本プロポーザルの参加及び第一次審査について質問がある場合は、質問書（第６号様式）を次

のとおり提出して下さい。電話、ファクシミリ、口頭等による質問並びに評価及び採点に関する

質問は受け付けません。 
なお、技術提案書等に関する質問については別に受付期間を設けます。 

ア 提出期間 
令和４年１１月１日（火）から１１月８日（火）午後３時まで 

イ 提出方法 
事務局への持参又は電子メール（タイトル「【参加表明書等質問】厚木市複合施設整備事業公

募型プロポーザル」） 
ウ 電子メールによる提出先 

5000@city.atsugi.kanagawa.jp 

質問書を送信した場合は、必ず事務局に電話で受信確認をして下さい。 
エ 提出書類 

質問書（第６号様式）及び電子データ（マイクロソフト社製のワード形式） 
オ 質問に対する回答 

令和４年１１月１６日（水）までに本市ホームページに公表します。 
カ 本市ホームページ参照先 

ホーム＞しごと・産業＞入札・契約＞コンサル＞プロポーザル方式 
 

(8) 参加資格の確認及び第一次審査 
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参加表明書等の提出後、参加資格の確認と第一次審査を行う。令和４年１２月１日（木）に第

一次審査の結果を通知します。 
 

(9) 配置予定技術者の変更 
参加表明書等の提出後に配置予定技術者調書（第３－１から３－11号様式）に記載した各技術

者の変更は、原則不可とします。ただし、病症又は死亡等の特別な理由による変更（証明書の添

付が必要。）であり、かつ、変更後の者について資格、経験年数、実績等の評価が同等以上である

とを本市が承諾した場合はこの限りではありません。 
 

２ ＶＥ提案書の提出 
第一次審査結果通知により技術提案書等の提出要請を受けた者は、次のとおりＶＥ提案書の提出

が行えるものとします。 
 

(1) 提出期間 
令和５年１月１７日（火）午前９時から２３日（月）午後３時まで 

(2) 提出先 
事務局 

(3) 提出方法 
事務局への持参又は託送 

 (4) 提出書類 
№ 提出書類 様式等 提出部数等 
１ ＶＥ提案書 第９－１号から第９－２号様式 １５部 

(5) 作成方法 
「別紙３ ＶＥ提案書作成要領」に基づき作成して下さい。 

(6) 提出部数等  
ＶＥ提案書は、１５部をクリップで左綴じにして提出してください。また、第９－１号様式は

エクセルデータにて、第９－２号様式はＰＤＦデータにて、ＣＤ－Ｒ等で併せて提出して下さい。 
なお、提出資料のうち特に指示のあるものを除き、商号又は名称、代表者名等の提案者が判別

できる記載は、一切行わないで下さい。判別できる場合は、失格とすることもあるので十分確認

した上で提出してください。 
(7) ＶＥ提案の審査 

提案者から提出されたＶＥ提案書について、市は特定委員会の意見を踏まえ採否を決定します。 
(8) ＶＥ提案ヒアリング 

ＶＥ提案の確認を行うことを目的に、審査に参加する提案者と事務局等の間で個別対話を実施

します。なお、個別対話は非公開とします。 
ア 開催日 

令和５年１月３０日（月）及び３１日（火） １提案者当たり１時間程度 
開始時間については、別途、審査に参加する提案者に通知します。 

イ 会場 
別途、審査に参加する提案者に通知します。 

ウ 実施方法 
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(ｱ) ＶＥ提案ヒアリングに参加できる提案者は、統括責任者、設計業務管理技術者を含む１０

名までとします。 
(ｲ) ＶＥ提案ヒアリングは、提出されたＶＥ提案書に基づき行います。 

(9) ＶＥ提案の採否通知 
ア ＶＥ提案の審査結果は、当該ＶＥ提案を行った提案者に個別に通知します。 
イ 採用とされたＶＥ提案については、「３ 技術提案書等の提出」時に再度提出します。 
ウ 提案者の特殊な技術、ノウハウ等に係ることなく、提案者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがないとして、当該提案者の承諾を得た内容については、公表すること

があります。 
エ ＶＥ提案審査結果に対する質疑は受け付けません。 

 
３ 技術提案書等の提出 

提案者は、次のとおり提出して下さい。 
 

(1) 提出期間 
令和５年２月２０日（月）午前９時から２８日（火）午後３時まで 
（土、日曜日を除く。） 

※ 提出期限までに技術提案書等を提出しなかった場合は、本プロポーザルへの参加を辞退したも

のとします。 
(2) 提出先 

事務局 
(3) 提出方法 

事務局への持参又は託送 
 (4) 提出書類 

№ 提出書類 様式等 提出部数等 
１ 技術提案提出書 第７－１号様式 １部 
２ 価格提案書 「別紙１ 価格提案書作成要領」による。 
３ 技術提案書 第７－２から第７－５号様式 

「別紙２ 技術提案書作成要領」による。 
15 部 

４ ＶＥ提案書 ２ ＶＥ提案書の提出による。 
(5) 価格提案書 

設計業務費及び施工業務費について、「別紙１ 見積提案書作成要領」に基づき作成して下さ

い。 
(6) 技術提案書 

技術提案書は、次のテーマについて、「別紙２ 技術提案書作成要領」に基づき、計画方針等を

簡潔に記載して下さい。 
ア テーマ１「本業務の実施方針」 
イ テーマ２「実施設計業務の実施方針」 
ウ テーマ３「施工業務の実施方針」 
エ テーマ４「地域貢献」 

(7) ＶＥ提案書 

62



15 
 

 ２(9) ＶＥ提案の採否通知にて採用とされたＶＥ提案書について、「別紙３ ＶＥ提案書作成

要領」に基づき作成してください。なお、採用とされたＶＥ提案以外は受け付けません。 
(8) 提出部数等  
ア 価格提案書 

(ｱ) 「様式８－１ 価格提案書」及び「様式８－２ 概算工事費等集計表」 
価格提案書と概算工事費等集計表及びデータ（ＣＤ－Ｒ等）各１部を封入し、糊付け部分

を封印して提出して下さい。表面には提案者名を記載し、「価格提案書及び概算工事費集計

表在封」と明記して下さい。 
(ｲ) 「内訳明細書」 

内訳明細書及びデータ（ＣＤ－Ｒ等）各１部を封入し、糊付け部分を封印して提出して下

さい。表面には提案者名を記載し、「内訳明細書在封」と明記して下さい。 
イ ＶＥ提案書 

(ｱ) 「様式９－１ ＶＥ提案総括表」及び「様式９－２ ＶＥ提案書」 
ＶＥ提案総括表とＶＥ提案書及びデータ（ＣＤ－Ｒ等）各１部を封入し、糊付け部分を封

印して提出して下さい。表面には提案者名を記載し、「ＶＥ提案総括表及びＶＥ提案書在封」

と明記して下さい。 
(ｲ) 「ＶＥ内訳明細書」 

内訳明細書及びデータ各１部を封入し、糊付け部分を封印して提出して下さい。表面には

提案者名を記載し、「ＶＥ内訳明細書在封」と明記して下さい。 
ウ 技術提案書 

１５部をクリップで左綴じにして提出して下さい。また、ＣＤ－Ｒ等によりＰＤＦ電子デー

タも併せて提出して下さい。 
なお、提出資料のうち特に指示のあるものを除き、商号又は名称、代表者名等の提案者が判

別できる記載は、一切行わないで下さい。判別できる場合は、失格とすることもあるので十分

確認した上で提出して下さい。 
(9) 技術提案書等の取扱い 
ア 本市は、提出された技術提案書等の内容について、提案者に内容の確認すること及び追加資

料を求めることができるものとします。 
イ 提出期限以降の差替え又は再提出は認めません。 
ウ 受領した技術提案書等及び添付書類は返却しません。 
エ 技術提案等については、その後の本業務において、その内容が一般的に使用されている状態

になった場合は無償で使用できるものとします。ただし、工業所有権などの排他的権利を有す

る提案についてはこの限りではありません。 
オ 事務局が応募者及び提案者に対して貸与した図書（記録用メディア媒体を含む。）がある場合

は、技術提案書等の提出期限までに返却して下さい。 
カ 本手続のために提出された資料は、本手続以外に提案者に無断で使用しないが、提出された

技術提案書等は、公正性、透明性及び客観性を確保するため、提案者に確認の上、提案者の権

利、利益等を損なう恐れのある部分を除き公表することがあります。 
キ 本手続のために提出された資料は、本手続に係る作業に必要な範囲において複製を作成する

ことがあります。 
ク 本手続及び本事業に関して応募者及び提案者が作成し又は提出する資料等（技術提案書等及

び成果物を含むがこれらに限定されない。）は、第三者の有する特許権、実用新案権、意匠権、
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商標権、著作権その他の法令の定めにより保護される第三者の権利等（以下、「特許権等」とい

う。）等を侵害するものではないことを、本市に対して保証して下さい。応募者及び提案者は、

当該資料等が第三者の有する特許権等を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要

な措置を講じなければならないときは、応募者及び提案者がその賠償額を負担し、又は必要な

措置を講ずるものとします。 
(10) 技術提案書及びＶＥ提案書等に関する質問 

技術提案書及びＶＥ提案書等について質問がある場合は、質問書（第６号様式）を次のとおり

提出して下さい。電話、ファクシミリ又は口頭等による質問並びに評価及び採点に関する質問は

受け付けません。 
ア 提出期間 

令和４年１２月６日（火）から１２月１２日（月）午後３時まで 
イ 提出方法 

事務局への持参又は電子メール（タイトル「【技術提案書等質問】厚木市複合施設整備事業公

募型プロポーザル」） 
ウ 電子メールによる提出先 

5000@city.atsugi.kanagawa.jp 

質問書を送信した場合は、必ず事務局に電話で受信確認をして下さい。 
エ 提出書類 

質問書（第６号様式）及び電子データ（マイクロソフト社製のエクセル形式） 
オ 質問に対する回答 

令和４年１２月２２日（木）までに、提案者へ電子メールの添付ファイルとして回答します。 
 
４ プレゼンテーション及びヒアリング 
（審査については、第２章２を確認すること。） 

 
(1) プレゼンテーション及びヒアリングは、原則、非公開で実施します。日時、場所、実施方法等

は、第一次審査の結果通知により、技術提案書等の提出要請とともに通知します。実施順番は本

市が無作為に決定します。 
(2) プレゼンテーション及びヒアリングの出席者は、統括責任者、管理技術者、建築（総合）主任

技術者及び現場代理人に配置する予定の者を含む８人以内とします。主たる説明は、統括責任者、

管理技術者、または建築（総合）主任技術者となる予定の者が行って下さい。ＰＣ等の専属操作

員も出席者に含みます。 
(3) プレゼンテーションは、技術提案書の記載内容の説明（３０分間）を行い、ヒアリングは特定

委員会委員からの質問に対して回答（２０分間）して下さい。 
(4) スクリーンに投影できる資料は提出した技術提案書とします。当日、新たに説明資料を追加す

ることはできません。 
(5) プレゼンテーションにおいて、スクリーン、プロジェクター等の機器は本市で用意します。そ

の他ＰＣ等必要となる機器は提案者が用意して下さい。本市が用意する機器の仕様等については

提案者に別途通知します。 
(6) プレゼンテーション及びヒアリングの実施方法については、新型コロナウイルス感染症感染防

止のため、状況によりテレビ会議等により対面せずに実施する場合があります。詳細は、提案者

に別途通知します。 
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５ 最終審査結果の通知及び公表 
(1) 第二次審査終了後、受注候補者及び次点候補者に特定された者に対し、その旨を技術提案書等

結果通知書により通知します。 
(2) 受注候補者及び次点候補者に特定されなかった提案者に対しては、特定しなかった旨及び理由

を通知します。 
(3) 最終審査結果については、次の内容を本市ホームページ上で公表します 
ア 受注候補者名 
イ 評価結果 
ウ 特定理由 
エ 技術提案書 
※ 受注候補者以外の提案者は、特定できない方法で公表します。また、受注候補者に事故等が

あり、契約が不能となった場合は、次点候補者を公表します。 
 
６ 審査結果に関する説明 

審査結果の理由説明が必要な場合は、次の方法により書面で請求することができます。 
(1) 請求期日 

提案資格確認結果通知書又は技術提案書等結果通知書に記載します。 
(2) 請求場所 

事務局 
(3) 請求方法 

任意の様式による書面（ただし、規格は、Ａ４判、用紙縦向き、横書き及び片面印刷とし、法

人名、代表者（共同企業体の代表者）印押印、部署、氏名、電話及びファクシミリ番号を併記す

ること。）により、持参又は郵送（書留）によるものとします。 
(4) 受理した日の翌日から起算して１５日以内に説明を求めた者に対し、書面により回答します。 

 
第４章 契約等に関する事項 
１ 契約手続 

本市は、受注候補者となった者を契約交渉相手方として契約交渉を行います。ただし、受注候補

者に事故等があり、契約が不能となった場合には次点候補者を契約交渉相手方とします。 
契約交渉相手方の技術提案書等を適切に反映した仕様書を作成するために内容協議を行い、仕様

書を決定します。 
契約形態は随意契約とし、見積書の提出を求めます。 
なお、契約額は原則として、提出された価格提案書の範囲内とします。 

 
２ 事業協定の締結 

本市と受注候補者は、技術提案書等を適切に反映した仕様書を決定後、すみやかに事業協定を締

結します。 

 

３ 設計業務委託契約の締結 
(1) 本市と受注候補者は、事業協定の締結後、すみやかに設計業務委託契約に関する見積合わせを

行い、要求水準書等に基づく契約を締結します。 

(2) 見積合わせに係る資料作成等の費用は、受注候補者の負担とします。 
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４ 価格等の交渉 
(1) 施工業務に係る価格等の交渉については事業協定書によるものとします。価格等の交渉には受

注候補者が配置する統括責任者が出席して下さい。 

(2) 受注候補者との交渉が不成立となった場合は、次点候補者を受注候補者として同様の手続きを

行います。 

(3) 価格等の交渉に係る資料作成等の費用は、受注候補者の負担とする。 
 
５ 施工業務に係る工事請負契約の締結 
(1) 価格等の交渉の成立後、本市は受注候補者と見積合わせを行い、施工業務の契約の相手方を決

定します。なお、見積合わせの結果、契約に至らなかった場合は、４(2)に従って手続きを行いま

す。 
(2) 見積合わせに係る資料作成等の費用は、受注候補者の負担とします。 

 
６ 事業協定書等の作成 

「事業協定書」、「設計業務委託契約書」、「工事施工業務契約書（工事請負契約書）」を受注候補者

で作成して下さい。 
 
７ 契約保証金 

本市と契約を締結する場合は、設計業務及び施工業務それぞれについて、原則として契約金額の

１０分の１以上の契約保証金の納付(契約保証金に代わる担保を含む。）が必要となります。詳細に

ついては、厚木市契約規則第２９条第３項及び第３１条を確認してください。 
 
８ 技術提案の履行 

受注者は技術提案書等の提案事項に基づき、責任をもって確実に履行して下さい（本市に不利益

となる技術提案書の提案事項を除く）。また、受注者の責に帰することのできない事情により技術

提案書等の提案事項が達成できない場合は、本市と協議の上、同等と認められる方法で本事業を履

行するものとします。 

履行できない場合は、契約書に基づき、違約金の対象とします。なお、技術提案書等の提案事項

を達成する意思が受注者に認められないなど、技術提案書等に記載した事項に対する履行状況が特

に悪質と認められる場合は、契約を解除し、損害賠償の請求を行うことがあります。 
 

 ９ その他 

  (1) 議決を要する契約の成立要件  

ア 厚木市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に該

当する契約（予定価格１億５，０００万円以上の工事又は製造の請負に係る契約）は、議会の

議決を要します。また、当該契約を締結しようとするときは、厚木市契約規則第２８条の規定

を適用します。 

イ アの場合において、議会の議決までの間に、地方自治法施行令第１６７条の４若しくは第１

６７条の１１の規定に基づく参加資格の制限又は厚木市工事請負契約に係る競争入札の参加

停止及び指名停止等措置要綱に基づく指名停止処分を受けた場合には、契約を締結しないもの

とします。 
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(2) 本事業は、厚木市公契約条例第６条第１項第１号に掲げる契約（予定価格１億円以上の工事請

負契約）に該当し、労働報酬下限額が適用され、労働報酬下限額以上の労働の対価の支払、労働

者等への周知等厚木市公契約条例施行規則別表第１に掲げる事項を契約で定めます。 

厚木市ホームページ掲載の「しごと・産業」＞「入札・契約」＞「厚木市公契約条例」に掲載

している「厚木市公契約条例」、「厚木市公契約条例施行規則」及び「厚木市公契約条例の手引」

並びに別添の「厚木市公契約条例に基づく特記事項」を確認してください。 

(3) 契約検査課発注の工事、コンサルについては手持ち制限を設けており、各構成員について、令

和５年度以降、年度ごとに１件としてカウントします。（金額はカウントしません。）協力企業

は、件数、金額ともにカウントしません。なお、参考に令和４年度の手持ち制限については、厚

木市ホームページに「令和４年度工事における入札執行方法について」、「令和４年度コンサル

における入札執行方法について」として掲載しています。 
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１ 目的 

  本評価要領は、厚木市複合施設整備事業設計施工一括型公募型プロポーザル募集要領

（以下「募集要領」という。）に基づき、評価点の算出方法並びに受注候補者及び次点候

補者の特定方法を示すものです。 

 

２ 選定方法 

  本プロポーザルの審査は、二段階審査方式で行います。 

 

 (1) 第一次審査は、参加表明書等を提出した者（以下「応募者」という。）の参加資格

を事務局において確認し技術提案書等の提出を要請する者（以下「提案者」とい

う。）を選定します。 

 

 (2) 第二次審査は、事務局が提案者、配置予定技術者及び価格評価について評価要領に

基づき採点を行います。また、特定委員会が技術提案書について提案者を対象にプレ

ゼンテーション及びヒアリングを実施し、評価要領に基づき採点を行います。 

   それらの評価点の総計が最低基準点である 65 点（105 点満点）以上の提案者のう

ち、最も評価点が高い者を本業務の受注候補者とし、２番目に高い者を次点候補者と

して特定するものとします。ただし、「不十分」と評価された項目があった場合は、

評価点にかかわらず失格とします。 

 

 (3) 第二次審査における技術提案書の評価は、各委員の専門領域が異なることを勘案し、

委員同士の真摯な議論をもとにそれぞれが評価を行うものとします。全体の採点を集計

した評価点の最高点が全く同じ者が２者以上となった場合は、各委員が意見交換を行っ

た後、採点を再度行うものとします。その結果、再度、最高評価点が同じとなった場合

は、委員長が判断し、受注候補者を決定するものとします。 
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評価項目 評価基準 
配点 

 小計 

提案者 

提案者の組織体制 5.0 5.0 

提案者の設計実績 

庁舎 1.5 

5.0 
図書館 1.0 

展示施設 1.0 

複合施設 1.5 

提案者の施工実績 

庁舎 1.5 

5.0 
図書館 1.0 

展示施設 1.0 

複合施設 1.5 

計 15.0 

 

配置予定技術者 

配置予定技術

者の実施設計

業務又は施工

業務の実績 

庁舎等の実施設

計業務実績 

統括責任者 1.0 

5.0 

管理技術者 1.0 

主任 

技術者 

建築（総合） 0.5 

構造 0.5 

電気設備 0.5 

機械設備 0.5 

施工計画 0.5 

コスト管理 0.5 

複合施設の実施

設計業務実績 

統括責任者 1.0 

5.0 

管理技術者 1.0 

主任 

技術者 

建築（総合） 0.5 

構造 0.5 

電気設備 0.5 

機械設備 0.5 

施工計画 0.5 

コスト管理 0.5 

庁舎等の施工業

務実績 

統括責任者 1.5 

2.5 現場代理人 0.5 

監理技術者 0.5 

複合施設の施工

業務実績 

統括責任者 1.5 
2.5 

現場代理人 0.5 
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監理技術者 0.5 

計 15.0 

 

技術提案書 

【テーマ１】 

本業務の実施

方針 

(ｱ) 本業務の取組方針や業務分担体制に関

する提案（取組方針/組織体制・業務分

担/総合調整力/バックアップ体制） 

5.0 

10.0 (ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用した

事業スケジュールを実現するための提案

（効率的な整備手順/スケジュール管理

ポイント/不測時の対応力） 

5.0 

【テーマ２】 

実施設計業務

の実施方針 

(ｱ) 基本設計を踏まえ、より魅力的・機能

的・合理的な設計提案（サードプレイス

/広場的スペース/機能間連携/庁舎窓口/

フレキシブルな空間構成） 

10.0 

30.0 

(ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用した

コスト管理方策に関する設計提案（コス

ト管理/柔軟なＶＥ提案/物価変動対応） 

10.0 

(ｳ) 環境にやさしく、ライフサイクルコス

ト低減が図られる設計提案（LCC 削減/

長寿命化/自然エネルギー/カーボンニュ

ートラル/感染症対策/地場産木材） 

5.0 

(ｴ) にぎわいと防災拠点とが両立される設

計提案（歩いて楽しいまち/周辺施設と

のつながり/外構計画/止水壁等による浸

水対策） 

5.0 

【テーマ 3】 

施工業務の実

施方針 

(ｱ) 事業スケジュールに沿った実現性のあ

る工事工程に関する提案（施工体制/工

期短縮/遅延リスクへの対応/関連業務と

の調整） 

5.0 

15.0 
(ｲ) 施工品質を確保するための方策及び確

認に関する提案（品質確保の具体的方策

/品質確認の方法/品質向上のための方

策） 

5.0 

(ｳ) 近隣及び周辺環境に配慮した施工計画

及び工事ステップに関する提案（近隣対
5.0 
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策/工事ステップ/仮設計画/施設利用者

の安全対策） 

【テーマ 4】 

地域貢献 

(ｱ) 厚木市内企業への発注予定額の提案 5.0 

10.0 
(ｲ) 地域貢献に関する提案（周辺地域への

配慮・協力/役務・サービス等による地

域への貢献） 

5.0 

計 65.0 

 

価格提案 10.0×[(最低価格提案)／(当該価格提案)] 10.0 

 

合 計 105.0 

 

 (1) 提案者の評価（配点）【15.0 点】 

ア 提案者の組織体制【5.0 点】 

   提案者の組織体制について採点します。 

組織体制 配点 

厚木市内に本社を置く企業を構成員とする共同企業体 5.0 

厚木市内に本社を置く企業を協力企業と結成するコンソーシアム 3.0 

上記以外の組織体制 2.0 

 

  イ 提案者の設計実績【5.0 点】 

(ｱ) 評価は、庁舎、図書館、展示施設及び複合施設の実施設計業務について、日本国

内の建物で平成１９年４月１日から令和４年１０月３１日までの間に完了した実績

を対象とします。 

     募集要領「第２章１(1)ア」に登録された者が支社又は支店等の場合は、会社と

しての実績も対象とします。 

     また、共同企業体で参加する場合は、全ての構成員の実績を対象とすることがで

きるものとします。 

   (ｲ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    ａ 庁舎（1.5 点） 

     (a) 議場を有する延べ面積５，０００㎡以上の庁舎の新築に関する実施設計業務

を完了した実績とします。 

     (b) 1.5 点×庁舎実績係数により採点します。 

【庁舎実績係数表】 

用途 
延べ面積 

10,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
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5,000 ㎡以上 

庁舎 1.0 0.8 

 

    ｂ 図書館（1.0 点） 

     (a) 延べ面積２，０００㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有す

る教育系施設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

     (b) 1.0 点×図書館実績係数により採点します。 

【図書館実績係数表】 

用途 

延べ面積 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

図書館 1.0 0.8 

 

    ｃ 展示施設（1.0 点） 

     (a) 展示施設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

     (b) 1.0 点×展示施設実績係数により採点します。 

     (c) 展示施設の実施設計業務実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十

分」の評価には該当しません。 

【展示施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

2,000 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 
1,000 ㎡未満 

展示施設 1.0 0.8 0.6 

 

    ｄ 複合施設（1.5 点） 

     (a) 複合施設の新築に関する実施設計業務を完了した実績とします。 

     (b) 1.5 点×複合施設実績係数により採点します。 

         （c）複合施設の実施設計業務実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十

分」の評価には該当しません。 

【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 
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ウ 提案者の施工実績【5.0 点】 

(ｱ) 評価は、庁舎、図書館、展示施設及び複合施設の実績について、日本国内で平成

１９年４月１日から令和４年１０月３１日までの間に完了した新築工事の実績を対

象とします。 

     募集要領「第２章１(1)ア」に登録された者が支社又は支店等の場合は、会社と

しての実績も対象とします。 

     また、共同企業体で参加する場合は、全ての構成員の実績を対象とすることがで

きるものとします。 

   (ｲ) 採点方法は、次のとおりとします。 

    ａ 庁舎（1.5 点） 

     (a) 議場を有する延べ面積５，０００㎡以上の庁舎の新築工事を完了した実績と

します。 

     (b) 配点 1.5 点×庁舎実績係数により採点します。 

【庁舎実績係数表】 

用途 

延べ面積 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 

庁舎 1.0 0.8 

 

    ｂ 図書館（1.0 点） 

     (a) 延べ面積２，０００㎡以上の図書館又はそれと同等の図書館占有部分を有す

る施設の新築工事を完了した実績とします。 

     (b) 配点 1.0 点×図書館実績係数により採点します。 

【図書館実績係数表】 

用途 

延べ面積 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

図書館 1.0 0.8 

 

    ｃ 展示施設（1.0 点） 

     (a) 展示施設の新築工事を完了した実績とします。 

     (b) 配点 1.0 点×展示施設実績係数により採点します。 

     (c) 展示施設の新築工事実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十分」

の評価には該当しません。 

【展示施設実績係数表】 

用途 延べ面積 
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2,000 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 
1,000 ㎡未満 

展示施設 1.0 0.8 0.6 

 

    ｄ 複合施設（1.5 点） 

     (a) 複合施設の新築工事を完了した実績とします。 

     (b) 配点 1.5 点×複合施設実績係数により採点します。 

         （c）複合施設の新築工事実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十分」

の評価には該当しません。 

【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

         

 (2) 配置予定技術者の評価（配点）【15.0 点】 

   統括責任者、管理技術者、建築（総合）主任技術者、構造主任技術者、電気設備主任

技術者、機械設備主任技術者、施工計画主任技術者、コスト管理主任技術者、現場代理

人及び監理技術者の有する業務実績について採点し、合計を本項目の評価点（少数点第

２位を四捨五入）とします。 

 

  ア 庁舎等の実施設計業務実績【5.0 点】 

   (ｱ) 配置予定技術者の実績とする実施設計業務に従事した立場について、評価しま

す。 

   (ｲ) 評価は、庁舎、公共建築物について、日本国内で平成１９年４月１日から令和４

年１０月３１日までの間に完了した実績を対象とします。 

   (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

     配置予定技術者ごとに設定された基礎点×庁舎等実績係数×立場係数により採点

します。 

【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.0 

管理技術者 1.0 

建築（総合）主任技術者 0.5 

構造主任技術者 0.5 
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電気設備主任技術者 0.5 

機械設備主任技術者 0.5 

施工計画主任技術者 0.5 

コスト管理主任技術者 0.5 

【庁舎等実績係数表】 

配置予定 

技術者 
用途 

延べ面積 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

統括責任者 

管理技術者 
庁舎 1.0 0.8 － 

各主任技術者 公共建築物 1.0 0.8 0.6 

※構造主任技術者については、免震構造のものとします。 

【立場係数表】 

配置予定技術者 従事した立場 係数 

統括責任者 

管理技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

各主任技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 1.0 

担当者 0.8 

 

イ 複合施設の実施設計業務実績【5.0 点】 

   (ｱ) 配置予定技術者の実績とする実施設計業務に従事した立場について、評価しま

す。 

   (ｲ) 評価は、複合施設について、日本国内で平成１９年４月１日から令和４年１０月

３１日までの間に完了した実績を対象とします。 

   (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

     配置予定技術者ごとに設定された基礎点×複合施設実績係数×立場係数により採

点します。実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十分」の評価には該当

しません。 

【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.0 

管理技術者 1.0 

建築（総合）主任技術者 0.5 
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構造主任技術者 0.5 

電気設備主任技術者 0.5 

機械設備主任技術者 0.5 

施工計画主任技術者 0.5 

コスト管理主任技術者 0.5 

【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

【立場係数表】 

担当業務分野 従事した立場 係数 

統括責任者 

管理技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

主任技術者 

管理技術者 1.0 

主任技術者 1.0 

担当者 0.8 

  

ウ 庁舎等の施工業務実績【2.5 点】 

   (ｱ) 配置予定技術者の実績とする新築工事に従事した立場について、評価します。 

   (ｲ) 評価は、庁舎、公共建築物について、日本国内で平成１９年４月１日から令和４

年１０月３１日までの間に完了した実績を対象とします。 

   (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

     配置予定技術者ごとに設定された基礎点×庁舎等実績係数×立場係数により採点

します。 

【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.5 

現場代理人 0.5 

監理技術者 0.5 

【庁舎等実績係数表】 

配置予定 

技術者 
用途 

延べ面積 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

統括責任者 庁舎 1.0 0.8 － 
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現場代理人 

監理技術者 公共建築物 1.0 0.8 0.6 

【立場係数表】 

担当業務分野 従事した立場 係数 

統括責任者 

現場代理人 

現場代理人 1.0 

監理技術者 0.8 

主任技術者又は担当者 0.4 

監理技術者 

監理技術者 1.0 

主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

 

エ 複合施設の施工業務実績【2.5 点】 

   (ｱ) 配置予定技術者の実績とする新築工事に従事した立場について、評価します。 

   (ｲ) 評価は、複合施設について、日本国内で平成１９年４月１日から令和４年１０月

３１日までの間に完了した実績を対象とします。 

   (ｳ) 採点方法は、次のとおりとします。 

     配置予定技術者ごとに設定された基礎点×複合施設実績係数×立場係数により採

点します。実績がない場合、評価点は 0 点としますが、「不十分」の評価には該当

しません。 

【基礎点表】 

配置予定技術者 基礎点 

統括責任者 1.0 

現場代理人 0.5 

監理技術者 0.5 

【複合施設実績係数表】 

用途 

延べ面積 

20,000 ㎡以上 
20,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

複合施設 1.0 0.8 0.6 

【立場係数表】 

担当業務分野 従事した立場 係数 

統括責任者 

現場代理人 

現場代理人 1.0 

監理技術者 0.8 

主任技術者又は担当者 0.4 

監理技術者 監理技術者 1.0 
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主任技術者 0.8 

担当者 0.4 

 

(3) 技術提案書の評価（配点）【65.0 点】 

   テーマ１からテーマ４に関する提案について、以下の観点より評価します。 

本事業や基本設計に対して理解度の高い提案となっているか。 

検討事項や課題に対する的確性・具体性・実現性の高い提案となっているか。 

  ア 「テーマ１ 本業務の実施方針」【10.0 点】 

   (ｱ) 本業務の取組方針及び業務体制等に関する提案（5.0 点） 

（取組方針/組織体制・業務分担/総合調整力/バックアップ体制） 

   (ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用した事業スケジュールを実現するための提案

（5.0 点） 

（効率的な整備手順/スケジュール管理ポイント/不測時の対応力） 

    

  イ 「テーマ２ 実施設計業務の実施方針」の評価【30.0 点】 

   (ｱ) 基本設計を踏まえた、より魅力的・機能的・合理的な設計提案（10.0 点） 

（サードプレイス/広場的スペース/機能間連携/庁舎窓口/フレキシブルな空間構

成） 

(ｲ) 設計施工一括型業務の特性を活用したコスト管理方策に関する設計提案（10.0

点） 

（コスト管理/柔軟なＶＥ提案/物価変動対応） 

(ｳ) 環境にやさしく、ライフサイクルコスト低減が図られる設計提案（5.0 点） 

（LCC 削減/長寿命化/自然エネルギー/カーボンニュートラル/感染症対策/地場産

木材） 

   (ｴ) にぎわいと防災拠点とが両立される設計提案（5.0 点） 

（歩いて楽しいまち/周辺施設との繋がり/外構計画/止水壁等による浸水対策） 

   

   ウ 「テーマ３ 施工業務の実施方針」の評価【15.0 点】 

   (ｱ) 事業スケジュールに沿った実現性のある工事工程に関する提案（5.0 点） 

（施工体制/工期短縮/遅延リスクへの対応/関連業務との調整） 

   (ｲ) 施工品質を確保するための方策及び確認方法に関する提案（5.0 点） 

（品質確保の具体的方策/品質確認の方法/品質向上のための方策） 

     （ｳ）近隣及び周辺環境に配慮した施工計画及び工事ステップに関する提案（5.0 点） 

（近隣対策/工事ステップ/仮設計画/施設利用者の安全対策） 

 

エ 「テーマ４ 地域貢献」の評価【10.0 点】 
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   (ｱ) 厚木市内企業への発注予定額の提案（5.0 点） 

事務局が算出します。 

市内企業への発注や市内調達の実施について、具体的な項目とそれぞれの発注

予定金額並びに履行確認方法を評価します。 

なお、施工業務に関する市内企業への発注金額は、一次下請けまでとし、一次

下請け金額が市外企業の場合に限り、二次下請けまでの発注金額を食わることがで

きるものとします。 

採点方法は、次の算出式による評価点（小数点第２位を四捨五入）とします。

ただし、履行確認方法の記載がない場合は評価しません。 

   5.0×[（当該提案発注予定額）/（最高提案発注予定額）] 

   (ｲ)地域貢献に関する提案（5.0 点） 

（周辺地域への配慮・協力/役務・サービス等による地域への貢献） 

      

  オ 採点方法 

    エ（ｱ）を除き、各委員の持ち点は 60.0 点とし、技術提案書の内容を踏まえ、各配

点に次のウエイトを乗じた点数をもって採点し、全委員の点数の平均点を評価点（小

数点第２位を四捨五入）とします。 

ただし、いずれかの委員が「不十分」と評価した項目があった場合は、その他の項

目の評価点にかかわらず失格とします。 

評価 評価のウエイト 

Ａ：極めて優れている 1.0 

Ｂ：優れている 0.8 

Ｃ：良好 0.6 

Ｄ：一般的 0.4 

Ｅ：不十分 0.0 

   

（4）価格提案の評価（配点）【10.0 点】 

ア 評価点の算出 

   （ｱ）次の算出式による評価点（小数点第２位を四捨五入）とします。 

10.0×[（最低提案価格）/（当該提案価格）] 

（ｲ）価格提案は、発注者が採用を認めたＶＥ提案を含めた次の算出式による価格と

します。 

価格提案＝ 概算工事費 ― 採用ＶＥ金額 

（ｳ）価格提案が提案上限額以上の場合、失格とします。 

   

３ 用語の定義 

80



 

13 

  本評価要領における用語の定義は、次のとおりとします。 

 (1) 庁舎 

   建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第２号様式 別紙 の建築物の主

要用途一覧の用途番号（以下「主要用途一覧用途番号」という。）08470 事務所におけ

る庁舎とします。 

 (2) 図書館 

   主要用途一覧用途番号 08140 図書館その他これに類するものとします。 

 (3) 展示施設 

   主要用途一覧用途番号 08150 博物館その他これに類するもの又は 08152 美術館その他

これに類するもの並びに 08560 展示場（ただし、住宅展示場等は含まない。）としま

す。 

 (4) 業務施設 

   主要用途一覧用途番号 08470 事務所とします。 

 (5) その他の施設 

   主要用途一覧用途番号 08020 長屋、08030 共同住宅、08470 事務所、08490 自動車車

庫及び 08500 自転車駐車場以外の用途等とします。 

 (6) 複合施設 

   ３用途以上の用途の異なる複合施設とし、用途としては、業務施設とその他の施設

（住宅を除く）が複合化された施設とします。 
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事業者選定スケジュール（案） 

 

 ※事業の進捗により変更の可能性があります。 

1 令和４年 10 月 25 日 庁内 契約制度等検討委員会 

（公告資料の確認） 

2 令和４年 10 月 27 日 特定委 第 1回（公告資料の確定） 

3 令和４年 10 月 28 日以降 庁内 契約制度等検討委員会 

（公告資料の承認） 

4 令和４年 11 月１日  公告 

5 令和４年 11 月１～８日  参加表明書 質疑提出 

6 令和４年 11 月 16 日  参加表明書 質疑回答通知 

7 令和４年 11 月 17～29 日  参加表明書等 提出 

8 令和４年 12 月上旬 特定委 報告（参加表明書等の提出結果） 

9 令和４年 12 月５日  資格審査 結果通知 

10 令和４年 12 月６日～12 日  技術提案書及びＶＥ提案 質疑提出 

11 令和４年 12 月 22 日  技術提案書及びＶＥ提案 質疑回答通知 

12 令和５年 １月 17～23 日  ＶＥ提案書 提出 

13 令和５年 １月 30～31 日  ＶＥ提案書に関するヒアリング 

14 令和５年 ２月上旬 特定委 第２回（ＶＥ提案採否結果の共有） 

15 令和５年 ２月 10 日  ＶＥ提案の採否結果通知 

16 令和５年 ２月 20～28 日  技術提案書等 提出 

17 令和５年 ３月８日 特定委 第３回（技術提案書の共有） 

18 令和５年 ３月 14 日 特定委 第４回（ヒアリング、受注候補者及

び次点候補者の特定） 

19 令和５年 ３月中下旬 庁内 契約制度等検討委員会 

（受注候補者、次点候補者の承認） 

20 令和５年 ３月下旬  受注候補者、次点候補者 通知 

21 令和５年 ４月下旬  事業協定の締結 

設計業務の委託契約 

22 令和５年 ６月上旬  施工業務１の工事請負契約 

23 令和５年 ７月下旬  施工業務２の仕様書協議 

施工業務２の工事請負仮契約 

24 令和５年 10 月上旬  施工業務２の工事請負契約 

 

 

83

資料６


